
【職業実践専門課程認定後の公表様式】

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

年

有

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾊﾟﾀｰﾝﾒｰｷﾝｸﾞ技術検定2級 ③ 0人 0人

日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催
ﾊﾟﾀｰﾝﾒｰｷﾝｸﾞ技術検定3級 ③ 0人 0人

日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催
ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ能力検定2級 ③ 4人 3人

日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催
ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ能力検定3級 ③ 3人 3人

日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催
ﾌｧｯｼｮﾝ色彩能力検定2級 ③ 434人 307人

人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝ色彩能力検定3級 ③ 421人 326人

人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝ販売能力検定2級 ③ 0人 0人

人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝ販売能力検定3級 ③ 1人 1人

％
日本フォーマル協会主催

ﾌｫｰﾏﾙｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ検定準2級 ③ 0人 0人

％

（令和 3

4 名 5 ％
令和3年4月1日時点において、在学者78名（令和3年4月1日入学者を含む）
令和4年3月31日時点において、在学者73名（令和4年3月31日卒業者を含む）

■中途退学の主な理由

進路変更、健康上の理由、家庭の事情

■中退防止・中退者支援のための取組

専任の指導員が対応するカウンセリング室を常設、再入学・転科の実施

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度： 有
※有の場合、制度内容を記入

①新入生のための奨学金（給付）、②文化服装学院奨学金（給付）、③文化服装学院すみれ会（給付）

■専門実践教育訓練給付： 非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

就職等の
状況※２

当該学科の
ホームページＵＲＬ

https://www.bunka-fc.ac.jp/course/fashionryuutsuusenmon-katei/fashionryuutsuu-ka/stylist-course/

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容

■卒業者数 73

■就職希望者数 49

■主な就職先、業界等（令和3年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等

年度卒業者に関する令和4年5月1日時点の情報）

■就職者数 37

76■就職率　　  　　　 　　　

■卒業者に占める就職者の割合

51

民間検定（フォーマルスペシャリスト検定準2級）他
産学コラボレーション企画（HOTSOXスタイリングコンペ、楽天特別授業）
他

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応
学生の課題制作状況を一人ひとり点検し、習得状況等の確認指導を
行い、放課後の教室開放を行い、各自のペースに合わせて実習作業
ができるように対応している。随時、担任教員による相談受付や面
談、進路指導、コンテスト等の指導、学外教育活動の紹介など、意欲
ある学生の積極的な学修を支援している。

■サークル活動： 有

■その他

・進学者数：　　　　　　　　　　　　4人
・その他：　　　　　　　　　　　　　20人（帰国など）

キャリア開発授業、就職特別講義
就労体験型インターンシップ
全体就職ガイダンス、個別指導（就職相談・書類添削・面接練
習）

㈱エアークローゼット、㈲ギアハウス、㈱クリエイティブ・ギルド、
㈱コム・デ・ギャルソン、松竹衣裳㈱、㈱パル、㈱ファーストリテイリング、
㈱マーキーズ、㈱ロビン・インターナショナル、㈱WAIWAI　等

（令和3年度卒業者に関する令和4年5月1日時点の情報）

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当する
か記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの
③その他（民間検定等）

■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等

0 0
時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数(生徒実員の内数) 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
510 6009302040

認定年月日 平成27年2月17日

修業年限 演習 実習 実験 実技講義
全課程の修了に必要な総授業時

数又は総単位数

服飾・家政
平成26年文部科学省

認定
━

学科の目的
本学院は、学校教育法に基づき、服飾に関する専門知識・技術を教授研究し、服飾教育界・産業界に貢献するとともに、実際生活に必要な高
度の技術と教養を備えた創造性豊かな人材を育成することを目的とする。

分野 専門士 高度専門士認定学科名認定課程名

ファッション流通科（スタイリストコース）ファッション流通専門課程

文化服装学院 昭和51年6月1日 学院長　相原幸子
１５１-８５２２
東京都渋谷区代々木　３-２２-１
０３-３２９９-２２１１

学校法人文化学園

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

昭和26年3月5日 理事長　清木孝悦
１５１-８５２２
東京都渋谷区代々木　３-２２-１
０３-３２９９-２２１１

（別紙様式４）

令和5年2月1日※１
（前回公表年月日：令和4年2月1日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

6人2人4人4人78人200人

（例）学生自治組織・ボランティア・学園祭等の実行委員会等

・学友会専門委員会（学生自治組織）
・文化祭祭実行委員会
・国内外のコンテスト　等

学期制度
■前期：4月1日～9月20日
■後期：9月21日～3月31日

成績評価

■成績表：

■成績評価の基準・方法
試験・平常成績・課題評価・授業姿勢などを基に総合評価す
る。S・A・B・C・Fで評価する。

長期休み
■夏　季：7月16日～9月5日
■冬　季：12月16日～1月9日
■春　季：3月15日～4月5日

卒業・進級
条件

卒業要件：最終学年の修了。卒業必須単位数の取得。
進級要件：学年修了。履修規定単位数の取得。学年カリキュ
ラムにおける必須科目の履修認定。学費の完納。

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動



種別

①

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

筒井　泰輔 株式会社ベルモード　代表取締役 令和4年4月1日～令和5年3月31日

須賀　俊行
一般社団法人 日本アパレル・ファッション産業協会
人財育成委員会 人事小委員会委員
株式会社ルックホールディングス　人事総務部 人事課 課長

令和4年4月1日～令和5年3月31日

田島　智司
株式会社リーガルコーポレーション　技術開発部
開発課　課長代理

令和4年4月1日～令和5年3月31日

横山　裕 株式会社桑山　商品企画部　デザイン開発課 令和4年4月1日～令和5年3月31日

児玉　龍之介 株式会社リングッド　工房　係長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程の
編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方針

　文化服装学院の教育理念に基づき、各科の目的に合わせてカリキュラム編成を実施し、企業との連携科目による職業教育を行っている。
連携科目については、アパレル産業界の状況や教育課程編成委員会での企業委員からの提言をふまえ設置している。
連携授業では、アパレル産業界の現場で行われている実際の仕事を反映した実習・演習を実施し、実践的な技術習得をさせて成績評価を行ってい
る。
連携企業の選定については、当学院の教育理念をご理解いただき、積極的に実践教育を行っていただける企業と連携することを基本方針としてい
る。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

 文化服装学院は、学校運営に関する事項の最終議決機関であるグループ長会議の下部機関として委員会を設置している。その委員会のひとつと
して、教育課程編成委員会規程を平成25年4月1日より施行し、委員会を組織した。教育課程のカリキュラムの編成、実施及び改善に関する事項に
ついて、関連分野の企業・団体等との連携・協働を高め、助言を得るための機関として教育課程編成委員会を置いている。委員会は、教務委員会
の策定したカリキュラムの編成、実施及び改善について検証、助言を行うことになっている。
企業等の外部委員による意見を有効に活用するため、教職員委員は、学院長、グループ長、事務局長など幹部教職員と、各課程から選出されてい
る教務委員会委員が兼務し委員会を構成している。
教育課程編成委員会での意見、提言は教務委員会において検討され、各科課程・科によるカリキュラム策定に反映していくことになっている。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

佐古　かがり エムシーアパレル株式会社　デザイン企画部　取締役部長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

令和4年4月1日現在

大原　麻美 株式会社X　アシスタントデザイナー・ファブリックコーディネーター 令和4年4月1日～令和5年3月31日

名　前 所　　　属 任期

安武　俊宏 株式会社ビームスクリエイティブ 令和4年4月1日～令和5年3月31日

高津　勝仁 松竹衣裳株式会社 令和4年4月1日～令和5年3月31日

田中　明美
田中 明美	株式会社ワールドストアパートナーズ
リテール・パートナーシップ推進部

令和4年4月1日～令和5年3月31日

宮本　順一 宮本企画室合同会社　代表 令和4年4月1日～令和5年3月31日

髙瀬　弘将 株式会社ビームスクリエイティブ 令和4年4月1日～令和5年3月31日

井畑　博康 株式会社AOSTA　代表取締役社長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

清水　由紀
株式会社三越伊勢丹ヒューマンソリューションズ　人財ソ
リューション事業部コスメグループ　採用担当　担当リーダー

令和4年4月1日～令和5年3月31日

佐谷　眞樹 サタニデザインコンポジット　代表 令和4年4月1日～令和5年3月31日

青砥　厚二 株式会社ユーストン　代表取締役 令和4年4月1日～令和5年3月31日

田中　和安
株式会社ユナイテッドアローズ　上席執行役員
第一事業本部　副本部長

令和4年4月1日～令和5年3月31日

高井　健悟 GROGLO　CO.,LTD　代表取締役 令和4年4月1日～令和5年3月31日

黒川　智生 VMIパートナーズ合同会社 令和4年4月1日～令和5年3月31日

工藤　尚一 株式会社三越伊勢丹　店舗戦略部　営業コンプライアンス部 令和4年4月1日～令和5年3月31日

◆教職員委員

相原　幸子 学院長 令和4年4月1日～令和5年3月31日



（年間の開催数及び開催時期）

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

・基本的なビジネスマナーの習得。メールやInstagramのDM等デジタル上のビジネスマナーの向上を目指す。
・チーム内でのコミュニケーション能力の向上。プレゼンテーションなど回数をこなし、慣れていくことが重要。

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（6月、11月）

（開催日時（実績））

第１回　令和　4年　6月　24日　15：30～17：45

第２回　令和　4年　12月　14日　15：00～16：30

教育課程編成委員会は、原則として企業等委員を含めた委員会を年2回以上開催することとし、令和3年度の開催日時は下記
のとおりである。委員会は各科ごとの分科会形式で実施しており、より綿密な意見交換を行い、各科の特長を活かしたカリキュ
ラムの設定および新規科目の開設や授業方法の改善、工夫を目指している。

野中　慶子 副学院長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

門井　緑 第１グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

早渕　千加子 第２グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

野原　美香 第３グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

宮原　勝一 第４グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

朝日　真 第５グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

宮原　祐紀子 教育課程編成委員会（第2グループ）　委員長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

此村　公子 教育課程編成委員会（第2グループ）　副委員長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

三村　典召 教育課程編成委員会委員（第5グループ）　書記 令和4年4月1日～令和5年3月31日

大津　公幸 教育課程編成委員会委員（第1グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

鞠子　有沙 教育課程編成委員会委員（第1グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

御田　昭子 教育課程編成委員会委員（第2グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

中澤　咲恵 教育課程編成委員会委員（第2グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

塚﨑　真由 教育課程編成委員会委員（第2グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

徳滿　真紀 教育課程編成委員会委員（第3グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

佐藤　雄太郎 教育課程編成委員会委員（第3グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

勝又　淳司 教育課程編成委員会委員（第3グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

大工原　睦 教育課程編成委員会委員（第4グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

杉山　美和 教育課程編成委員会委員（第4グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

三枝　みさお 教育課程編成委員会委員（第5グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

浜田　法子 教育課程編成委員会委員（学生課長） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

吉田　和代 学園就職支援室長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

間島　美央子 教育課程編成委員会委員（教務二課） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

渡井　邦重 教務部長・生涯学習部部長・教務二課長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

小林　克也 学務部長 令和4年4月1日～令和5年3月31日



ヘア・メイク

パーソナルカラー

色彩学や配色理論をもとに、ファッション業界の現場で活用す
る「似合う色」の習得を目指す。外見の色素による理論的なア
プローチ方法を学び、似合う色を見分ける色感を身につけ、ス
タイリングスキルの応用力向上を図る。

色彩活用研究所株式会社

企業と連携して、プロのメイクアップアーティストが実際に現場
で使用している用具の取り扱い方やイメージ別メイクの特徴と
テクニックを学び、実践技術を身に付け、トータルコーディネー
トの可能性を広げる。

株式会社資生堂

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

　企業等との連携による実習・演習は、基礎的なカリキュラムを修学した後が有効であるとの考えから、実施時期は2年次以降
とすることを基本としている。企業等の現場で実際に働いている方々より直接指導を受け、実習、演習を行う事により、実践的
な知識・技術の習得を行う。同時に企業の現場でなければ得られない緊張感等から、実習内容以外の成果を挙げることも期
待している。
以上を前提として、実習には担任または担当教員が同行し、単なる授業の委託とならないよう配慮をしている。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

ファッション流通科スタイリストコースにおいてはスタイリストを養成するという観点から、メイクの学習は必須である。機材や材
料の進化が著しため、使用方法を理解する必要があり、化粧品会社から派遣された講師による授業を行っている。プロの指導
によるメイクアップの実習を行うことで、トータルでスタイリングできるスタイリストの育成を目指す。パーソナルカラーでは似合う
色の習得を目指し、ファッション業界の現場で活躍している講師による授業を行っている。成績評価については、連携企業によ
る作品評価や、実習への参加意欲などにより、期末および年度末に行う成績評価（ＡＡ～Ｆの5段階評価）の一部としている。

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

「ファッション流通科スタイリストコース」はクライアントのニーズに即したスタイリングやディレクションが提案でき、現場での仕事の手順を理解したス
タイリスト（スタイリストアシスタント）の養成を行っている。そのため指導教員は最新のトレンドに即した高い商品知識を有し、撮影等の現場での実務
を熟知したうえで、それを伝える指導力が求められる。
指導教員はスタイリストの実務を学生に指導するために、今後学生が師事する可能性のある個人で活動するスタイリストや、就職先とももなる企業
に属するスタイリストにアシスタントとして就き、商品の借用から撮影、返却までの実務研修を定期的に行っている。
またトレンド情報の収集にも努めている。加えて「人間力」、「指導力」の向上を目的とした研修を継続的に行っている。
専門技術修得のための研修は、研究企画委員会が「研究企画委員会規程」に基づき、教員の知識や技術の向上と実務能力の向上を目指して毎年
度研修を企画し、企業等から講師を招いて実施している。この研修については学校が研修費用を助成し実施するものと、個々のスキルに合わせ研
修内容を教員個人が選定し実施するものがある。
指導力向上を目的とした研修は、一定の就業年数に達した教員に向け、学院事務局教務部が主催し、「教員研修規程」及び「教員の海外研修及び
国内研修に関する規程」に基づき、指導力の向上・役割認識・資質の向上を目的として実施している。
また「文化学園職員研修規程」に基づき文化学園総務本部人事厚生課が研修を主催している。新入職員研修会では学園職員としての基本的知識
や学園の歴史と現状、就業規則及び諸規則の理解、社会人としてのマナー等の内容の研修を実施している。

（２）研修等の実績

①専攻分野における実務に関する研修等

研修名：「文化服装学院主催　CLO研修」
（連携企業等：株式会社ユカアンドアルファ　インストラクター）
期間：令和3年9月1日（水）、2日（木）
対象：スタイリストコース専任教員1名
内容： アパレル3D CAD着装シミュレーションシステム　操作方法・活用について

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名：「指導に活かすアンガーマネジメント ～より良いコミュニケーションを目指して～」
（連携企業等：(一社) アンガーマネジメントジャパン認定・実践リーダー　大森　由紀　氏　）
期間：令和3年12月20日（月）
対象：本学全教職員
内容：指導の中でおこるさまざまなイライラごとを素材とし、心のモヤモヤを小さくして、よりよいコミュニケーションへつないでいく、そんな
方法の一つとしてアンガーマネジメントを学ぶ



研修名：「就職特別講座」
（連携企業等：株式会社ＭＯＲＩパーソネルクリエイツ　代表取締役社長　澤田 勘志　氏　）
期間：令和3年12月23日（木）
対象：本学全教職員
内容：就職環境の現状と就職支援のすすめ方　コロナ禍の変化と対応　教員の立場から取り組む学生支援

＊　研修等の計画（推薦年度における計画）

（３）研修等の計画

①専攻分野における実務に関する研修等

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名：「知財教育FDセミナー第2回」
（連携企業等：山口大学知的財産センター准教授　陣内　秀樹　氏）
期間：令和４年７月2６日（火）
対象：スタイリストコース専任教員１名
内容：山口芸術短期大学における「知的財産入門」の導入から自立まで

（別途、以下の資料を提出）
＊　研修等に係る諸規程
＊　研修等の実績（推薦年度の前年度における実績）



1.

2.

3.

4.

5. 社会との共生や、ファッションを通じた社会貢献の視点を持った実働を今後も継続的・持続的に行い、共に考え抜ける感性・力を養う
べく、「共創教育」という高い視座による取り組みに向けた仕組みづくりを強く期待する。

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。ま
た、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

文化服装学院は、グループ長会議の下部機関として委員会を設置している。その委員会のひとつとして、学校関係者評価委
員会規程を平成25年4月1日より施行し、委員会を組織した。自己点検・評価の結果について客観性と透明性を高めるととも
に、学外の関係者から専門的な助言を得るため、外部評価を実施する機関と位置付けている。委員会は、本学院が実施した
自己点検・評価の結果について、検証・評価及び助言を行い、その結果を自己点検・評価規程に基づき、公表するものとして
いる。委員は、外部委員のみで構成され、本学院の教育理念・目標について理解し、人材育成等に有識のある学外の関係者
の中から学院長が選考し、委嘱している。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（３）教育活動
学校のカリキュラム編成、課程・教科のカリキュラム編成状況、授業研究、学外
授業、学校行事、課外活動、退学者への対策

（４）学修成果 教育・成績評価

（５）学生支援 キャリア支援、資格取得支援、学生相談体制、経済支援・健康管理

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（１）教育理念・目標 文化服装学院の教育理念、人材育成像

（２）学校運営 法人組織、事務職員の組織、教員の組織、意思決定機関、委員会組織

（９）法令等の遵守
法令遵守の状況・ハラスメント対策、諸規程の制定、学則、細則、内規等の整
備、個人情報の保護

（１０）社会貢献・地域貢献 活動への支援状況、公開講座・教育訓練等

（１１）国際交流 留学生の受け入れ状況、合作校・提携校の状況、外部団体・機関との連携

（６）教育環境
教室・講義室・実習室・研究室・事務室の整備・使用状況、機材・備品の管理状
況、付属機関・施設

（７）学生の受入れ募集 学生募集の状況、広報活動

（８）財務 財務状況

（３）学校関係者評価結果の活用状況

2022年度は、2021年度の自己点検・評価報告書を資料として関係教職員との意見交換も含め、学校関係者評価委員会において外部評
価を実施した。
学校関係者評価委員会は、本学院の教育活動の課題等の明確化に努めることを目的とし、本学院では指摘事項、提言を、同年及び次
年度以降の教育活動その他の学校運営の改善に活用するために方策を検討し、実施に努めている。
2022年度の第１回学校関係者評価委員会は2022年7月13日（水）に開催し、委員会の活動方針、自己点検・評価の取り組み・評価項目・
重点目標の説明、委員と関係教職員における質疑応答を行った。
第２回の委員会は、2022年9月21日（水）に開催し、評価を終えた委員からの総評、意見、提言を聴取するとともに、委員と関係教職員に
おける質疑応答、意見交換を行い、それらをもとに外部評価及び提言を取りまとめ、報告書を作成した。

【本学院並びに本学科に対する評価および提言は以下の通りである】

「Withコロナ」のフェーズを迎え、リアルな体験やコミュニケーションへと揺り戻しが起こっている一方で、“オンライン”“デジタル”は、サ
スティナブ　ル、SDGs等の文脈からも必要不可欠なものとなっている。「DX（デジタルトランスフォーメーション）」による問題解決、新た
な価値創造の取り組みが期待されるなか、リアルとデジタルの垣根を超す変革に同時並行的に取り組んでいることを評価する。新た
なチャレンジに対し、良くなったという実感を伴う成果に期待している。

変化の時代にあっては、問題意識や課題認識の収集や本学院、本学科に対する期待をリサーチし、世界基準での強みを創ることが
必要である。

組織としてハラスメントの問題、法令遵守の意識づけに取り組むことは、引き続き重要である。

学生のキャリア形成のための支援は、情報収集の強化と、学生へのきめ細やかな対応により、成果を上げていることを評価する。さら
に視野を広げ、どのようなキャリア教育が必要なのかの議論を行っていくことが、教育機関の責務として肝要である。



種別

企業等委員

企業等委員

企業等委員
兼卒業生

卒業生

企業等委員
兼卒業生

企業等委員
兼卒業生

澤田　勘志 株式会社MORIパーソネル・クリエイツ 　代表取締役社長 委嘱の日～令和6年3月31日

芦川　照和 株式会社SUNデザイン研究所　プロデューサー 委嘱の日～令和6年3月31日

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））

株式会社TSIホールディングス　管理本部　人事
部長

委嘱の日～令和6年3月31日

松本　ルキ
株式会社オールファッションアート研究所　代表取
締役

委嘱の日～令和6年3月31日

木島　広 株式会社フクル　代表取締役 委嘱の日～令和5年3月31日

矢野　剛 株式会社繊研新聞社 取締役 編集局長 委嘱の日～令和6年3月31日

中本　文太

URL：https://www.bunka-fc.ac.jp/about/outline/

公表時期：      令和　4年　8月　1日



５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に関
する情報を提供していること。」関係

（３）教職員 ホームページ「教職員」

（４）キャリア教育・実践的職業教育 ホームページ「キャリア教育・実践的職業教育」

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
ホームページによる情報提供を基本としている。ホームページは企業等をのみを対象とせず、視覚的効果を意識した構成となっているが、ガイドライ
ンに沿った項目を列記したページ（下記URL)を設け、当該項目の情報に遷移する仕組みとなっている。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 ホームページ「学校の概要」

公表時期： 令和　4年　9月　1日

（１１）その他

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（３）情報提供方法

（８）学校の財務 ホームページ「財務」

（９）学校評価 ホームページ「学校評価」

（１０）国際連携の状況 ホームページ「国際連携の状況」

URL：https://www.bunka-fc.ac.jp/about/outline/

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））

（５）様々な教育活動・教育環境 ホームページ「学校行事・課外活動」

（６）学生の生活支援 ホームページ「学生支援」

（７）学生納付金・修学支援 ホームページ「学生納付金・修学支援」

（２）各学科等の教育 ホームページ「各学科の教育」



【職業実践専門課程認定後の公表様式】

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

年

有

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾊﾟﾀｰﾝﾒｰｷﾝｸﾞ技術検定2級 ③ 0人 0人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾊﾟﾀｰﾝﾒｰｷﾝｸﾞ技術検定3級 ③ 0人 0人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ能力検定2級 ③ 3人 2人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ能力検定3級 ③ 4人 4人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝ色彩能力検定2級 ③ 434人 307人

人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝ色彩能力検定3級 ③ 420人 326人

人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝ販売能力検定2級 ③ 0人 0人

人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝ販売能力検定3級 ③ 5人 4人

％
日本フォーマル協会主催

ﾌｫｰﾏﾙｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ検定準2級 ③ 48人 46人

％

（令和 3

4 名 8 ％

4人2人2人3人49人120人

（例）学生自治組織・ボランティア・学園祭等の実行委員会等

・学友会専門委員会（学生自治組織）
・文化祭祭実行委員会
・国内外のコンテスト　等

学期制度
■前期：4月1日～9月20日
■後期：9月21日～3月31日

成績評価

■成績表：

■成績評価の基準・方法
試験・平常成績・課題評価・授業姿勢などを基に総合評価す
る。S・A・B・C・Fで評価する。

長期休み
■夏　季：7月16日～9月5日
■冬　季：12月16日～1月9日
■春　季：3月15日～4月5日

卒業・進級
条件

卒業要件：最終学年の修了。卒業必須単位数の取得。
進級要件：学年修了。履修規定単位数の取得。学年カリキュ
ラムにおける必須科目の履修認定。学費の完納。

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

（別紙様式４）

令和5年2月1日※１
（前回公表年月日：令和4年2月1日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

文化服装学院 昭和51年6月1日 学院長　相原幸子
１５１-８５２２
東京都渋谷区代々木　３-２２-１
０３-３２９９-２２１１

学校法人文化学園

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

昭和26年3月5日 理事長　清木孝悦
１５１-８５２２
東京都渋谷区代々木　３-２２-１
０３-３２９９-２２１１

服飾・家政
平成26年文部科学省

認定
━

学科の目的
ファッション業界における流通産業において、専門店、セレクトショップ、百貨店、雑貨店など様々な業態ライフスタイルまで含めたトータルなス
タイリング提案と適切なアドバイスを行える感性豊かな販売ができる人材の育成を目的とする。

分野 専門士 高度専門士認定学科名認定課程名

ファッション流通科（ショップスタイリストコース）ファッション流通専門課程

認定年月日 平成27年2月17日

修業年限 演習 実習 実験 実技講義
全課程の修了に必要な総授業時

数又は総単位数

0 0

時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数(生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
780 5407502070

民間検定（フォーマルスペシャリスト検定準2級）他
産学コラボレーション企画（HOTSOXスタイリングコンペ、楽天特別授業、
産学連携プログラム（接客サービス））他

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応
学生の課題制作状況を一人ひとり点検し、習得状況等の確認指導
を行い、放課後の教室開放を行い、各自のペースに合わせて実習
作業ができるように対応している。随時、担任教員による相談受付
や面談、進路指導、コンテスト等の指導、学外教育活動の紹介な
ど、意欲ある学生の積極的な学修を支援している。

■サークル活動： 有

■その他

・進学者数：　　　　　　　　　　　　1人
・その他：　　　　　　　　　　　　　3人（帰国など）

キャリア開発授業、就職特別講義
就労体験型インターンシップ
全体就職ガイダンス、個別指導（就職相談・書類添削・面接練
習）

㈱アダストリア、㈱ギャラリー・ド・ポップ、㈱KENOFFICE、㈱コム・デ・
ギャルソン、㈱ゴールドウイン、㈱シップス、㈱シティーヒル、㈱TSI上
野商会事業部、㈱豊田貿易、㈱ナイスクラップ、㈱BUZZWIT、フォー
ティファイブアールピーエムスタジオ㈱、㈱マ・メール　など

（令和3年度卒業者に関する令和4年5月1日時点の情報）

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当する
か記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの
③その他（民間検定等）

■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等

就職等の
状況※２

当該学科の
ホームページＵＲＬ

https://www.bunka-fc.ac.jp/course/fashionryuutsuusenmon-katei/fashionryuutsuu-ka/shopstylist-course/

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容

■卒業者数 45

■就職希望者数 41

■主な就職先、業界等（令和3年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等

年度卒業者に関する令和4年5月1日時点の情報）

■就職者数 37

90■就職率　　  　　　 　　　

■卒業者に占める就職者の割合

82

令和3年4月1日時点において、在学者53名（令和3年4月1日入学者を含む）
令和4年3月31日時点において、在学者46名（令和4年3月31日卒業者を含む）

■中途退学の主な理由

健康上の理由、学業不振

■中退防止・中退者支援のための取組

専任の指導員が対応するカウンセリング室を常設、再入学・転科の実施

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度： 有
※有の場合、制度内容を記入
①新入生のための奨学金（給付）、②文化服装学院奨学金（給付）、③文化服装学院すみれ会（給付）

■専門実践教育訓練給付： 非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載



種別

①

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

筒井　泰輔 株式会社ベルモード　代表取締役 令和4年4月1日～令和5年3月31日

横山　裕 株式会社桑山　商品企画部　デザイン開発課 令和4年4月1日～令和5年3月31日

児玉　龍之介 株式会社リングッド　工房　係長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程の
編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方針

　文化服装学院の教育理念に基づき、各科の目的に合わせてカリキュラム編成を実施し、企業との連携科目による職業教育を行ってい
る。
連携科目については、アパレル産業界の状況や教育課程編成委員会での企業委員からの提言をふまえ設置している。
連携授業では、アパレル産業界の現場で行われている実際の仕事を反映した実習・演習を実施し、実践的な技術習得をさせて成績評価
を行っている。
連携企業の選定については、当学院の教育理念をご理解いただき、積極的に実践教育を行っていただける企業と連携することを基本方
針としている。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

 文化服装学院は、学校運営に関する事項の最終議決機関であるグループ長会議の下部機関として委員会を設置している。その委員会
のひとつとして、教育課程編成委員会規程を平成25年4月1日より施行し、委員会を組織した。教育課程のカリキュラムの編成、実施及び
改善に関する事項について、関連分野の企業・団体等との連携・協働を高め、助言を得るための機関として教育課程編成委員会を置い
ている。委員会は、教務委員会の策定したカリキュラムの編成、実施及び改善について検証、助言を行うことになっている。
企業等の外部委員による意見を有効に活用するため、教職員委員は、学院長、グループ長、事務局長など幹部教職員と、各課程から
選出されている教務委員会委員が兼務し委員会を構成している。
教育課程編成委員会での意見、提言は教務委員会において検討され、各科課程・科によるカリキュラム策定に反映していくことになって
いる。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

佐古　かがり エムシーアパレル株式会社　デザイン企画部　取締役部長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

令和4年4月1日現在

須賀　俊行
一般社団法人 日本アパレル・ファッション産業協会
人財育成委員会 人事小委員会委員
株式会社ルックホールディングス　人事総務部 人事課 課長

令和4年4月1日～令和5年3月31日

大原　麻美 株式会社X　アシスタントデザイナー・ファブリックコーディネーター 令和4年4月1日～令和5年3月31日

名　前 所　　　属 任期

安武　俊宏 株式会社ビームスクリエイティブ 令和4年4月1日～令和5年3月31日

高津　勝仁 松竹衣裳株式会社 令和4年4月1日～令和5年3月31日

田中　明美
田中 明美	株式会社ワールドストアパートナーズ
リテール・パートナーシップ推進部

令和4年4月1日～令和5年3月31日

宮本　順一 宮本企画室合同会社　代表 令和4年4月1日～令和5年3月31日

髙瀬　弘将 株式会社ビームスクリエイティブ 令和4年4月1日～令和5年3月31日

井畑　博康 株式会社AOSTA　代表取締役社長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

清水　由紀
株式会社三越伊勢丹ヒューマンソリューションズ　人財ソリュー
ション事業部コスメグループ　採用担当　担当リーダー

令和4年4月1日～令和5年3月31日

高井　健悟 GROGLO　CO.,LTD　代表取締役 令和4年4月1日～令和5年3月31日

黒川　智生 VMIパートナーズ合同会社 令和4年4月1日～令和5年3月31日

工藤　尚一 株式会社三越伊勢丹　店舗戦略部　営業コンプライアンス部 令和4年4月1日～令和5年3月31日

佐谷　眞樹 サタニデザインコンポジット　代表 令和4年4月1日～令和5年3月31日

青砥　厚二 株式会社ユーストン　代表取締役 令和4年4月1日～令和5年3月31日

田中　和安
株式会社ユナイテッドアローズ　上席執行役員
第一事業本部　副本部長

令和4年4月1日～令和5年3月31日

田島　智司
株式会社リーガルコーポレーション　技術開発部
開発課　課長代理

令和4年4月1日～令和5年3月31日

◆教職員委員

相原　幸子 学院長 令和4年4月1日～令和5年3月31日



（年間の開催数及び開催時期）

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

・将来像を描き、注力する科目を個々に設定し強みを明確にする。
・目標管理シートを活用しPDCAを回すことを習慣化する。
・実務経験豊富な講師による売場係数の更新を行う。
・コミュニケーションスキルの向上。

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（6月、11月）

副学院長

（開催日時（実績））

第１回　令和　4年　6月　24日　15：30～17：45

第２回　令和　4年　12月　14日　15：00～16：30

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

令和4年4月1日～令和5年3月31日

門井　緑 第１グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

早渕　千加子 第２グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

野中　慶子

野原　美香 第３グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

宮原　勝一 第４グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

朝日　真 第５グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

宮原　祐紀子 教育課程編成委員会（第2グループ）　委員長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

此村　公子 教育課程編成委員会（第2グループ）　副委員長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

三村　典召 教育課程編成委員会委員（第5グループ）　書記 令和4年4月1日～令和5年3月31日

大津　公幸 教育課程編成委員会委員（第1グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

鞠子　有沙 教育課程編成委員会委員（第1グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

御田　昭子 教育課程編成委員会委員（第2グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

中澤　咲恵 教育課程編成委員会委員（第2グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

塚﨑　真由 教育課程編成委員会委員（第2グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

徳滿　真紀 教育課程編成委員会委員（第3グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

佐藤　雄太郎 教育課程編成委員会委員（第3グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

勝又　淳司 教育課程編成委員会委員（第3グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

大工原　睦 教育課程編成委員会委員（第4グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

杉山　美和 教育課程編成委員会委員（第4グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

三枝　みさお 教育課程編成委員会委員（第5グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

浜田　法子 教育課程編成委員会委員（学生課長） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

吉田　和代 学園就職支援室長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

教育課程編成委員会は、原則として企業等委員を含めた委員会を年2回以上開催することとし、令和3年度の開催日時は下記のとおりで
ある。委員会は各科ごとの分科会形式で実施しており、より綿密な意見交換を行い、各科の特長を活かしたカリキュラムの設定および新
規科目の開設や授業方法の改善、工夫を目指している。

間島　美央子 教育課程編成委員会委員（教務二課） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

渡井　邦重 教務部長・生涯学習部部長・教務二課長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

小林　克也 学務部長 令和4年4月1日～令和5年3月31日



②指導力の修得・向上のための研修等

研修名：「指導に活かすアンガーマネジメント ～より良いコミュニケーションを目指して～」
（連携企業等：(一社) アンガーマネジメントジャパン認定・実践リーダー　大森　由紀　氏　）
期間：令和3年12月20日（月）
対象：本学全教職員
内容：指導の中でおこるさまざまなイライラごとを素材とし、心のモヤモヤを小さくして、よりよいコミュニケーションへつないでい
く、そんな方法の一つとしてアンガーマネジメントを学ぶ

研修名：「コレクションセミナー」
（連携企業等：ファッションジャーナリスト　髙橋　牧子　氏）
期間：令和４年４月１２日（火）
対象：ショップスタイリストコース専任教員１名
内容：2022-23年秋冬　ミラノ・パリコレクション速報

接客実務

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

ファッション流通科ショップスタイリストコースにおいてはショップスタッフを養成するという観点から、企業で社員教育向けに行
われている販売サービスの研修カリキュラムを取り入れ実践的な授業を行うとともに、コーディネートの提案に必須である色彩
感覚の向上を目指し、「パーソナルカラー検定」を実施している。企業より講師を招き、コーディネートを意識した色彩の実習を
行っている。成績評価については、連携企業による作品評価や、連携企業からの聞き取りによる試験出題などを行い、期末お
よび年度末に行う成績評価（ＡＡ～Ｆの5段階評価）の一部としている。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

「ファッション流通科ショップスタイリストコース」はファッション分野の小売りにおいて、質の高い接客応対のできるファッションアドバー
ザーとして活躍するための実務と基礎知識を学び、即戦力として販売の現場で活躍できる人材の養成を行っている。そのため指導教員
は、接客実務、高い商品知識、コーディネート提案力を有し、それを学生に伝え導く力が求められる。
顧客満足度を上げるためには、顧客の要望を引き出す傾聴力も重要であり、顧客への適切なアドバイスを行うことのできる接客力を指
導していくため、学生の就職先ともなるアパレル企業の売り場での研修を定期的に行っている。またファッションビジネスの現状を把握し
ておく必要もあるため、学会等へ参加し情報の収集に努めている。加えて「人間力」、「指導力」の向上を目的とした研修を継続的に行っ
ている。
専門技術修得のための研修は、研究企画委員会が「研究企画委員会規程」に基づき、教員の知識や技術の向上と実務能力の向上を目
指して毎年度研修を企画し、企業等から講師を招いて実施している。この研修については学校が研修費用を助成し実施するものと、
個々のスキルに合わせ研修内容を教員個人が選定し実施するものがある。
指導力向上を目的とした研修は、一定の就業年数に達した教員に向け、学院事務局教務部が主催し、「教員研修規程」及び「教員の海
外研修及び国内研修に関する規程」に基づき、指導力の向上・役割認識・資質の向上を目的として実施している。
また「文化学園職員研修規程」に基づき文化学園総務本部が研修を主催している。新入職員研修会では学園職員としての基本的知識
や学園の歴史と現状、就業規則及び諸規則の理解、社会人としてのマナー等の内容の研修を実施している。

（２）研修等の実績

①専攻分野における実務に関する研修等

パーソナルカラー
1年次の色彩理論・配色作品作りをもとに、ファッション業界の
現場、特に販売接客面での「似合う色」の活用を目標に、色を
理論的、具体的にアドバイスするビジネススキルを習得する。

色彩活用研究所株式会社サミュエル

三越伊勢丹で行っている販売サービスを講義と実践で学ぶこと
で、将来のショップスタイリストになるための意識づけとファッ
ション業界で働くための即戦力となる人材を育成する。

株式会社三越伊勢丹
ヒューマン・ソリューションズ

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

　企業等との連携による実習・演習は、基礎的なカリキュラムを修学した後が有効であるとの考えから、実施時期は2年次以降
とすることを基本としている。企業等の現場で実際に働いている方々より直接指導を受け、実習、演習を行う事により、実践的
な知識・技術の習得を行う。同時に企業の現場でなければ得られない緊張感等から、実習内容以外の成果を挙げることも期
待している。
以上を前提として、実習には担任または担当教員が同行し、単なる授業の委託とならないよう配慮をしている。

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係



（別途、以下の資料を提出）
＊　研修等に係る諸規程

研修名：「東京都私学財団　令和4年度コーチング研修　（A)一般教職員コース」
（連携企業等：共創コーチング株式会社　稲垣　友仁　氏、稲垣　陽子　氏　）
期間：令4年7月２５日（月）
対象：ショップスタイリストコース専任教員１名
内容：コーチングの本質を知る、「聞く・承認・質問」のスキル習得

（３）研修等の計画

①専攻分野における実務に関する研修等

研修名：学校法人　文化学園　図書館主催　トレンドセミナー
（連携企業等：ＴＲＥＮＤ　ＵＮＩＯＮ　家安　香　氏）
期間：令和4年9月27日（火）
対象：ショップスタイリストコース専任教員1名
内容：ファッション予測情報誌　トレンドユニオンセミナー

②指導力の修得・向上のための研修等

＊　研修等の実績（推薦年度の前年度における実績）
＊　研修等の計画（推薦年度における計画）



1.

2.

3.

4.

5.

2022年度は、2021年度の自己点検・評価報告書を資料として関係教職員との意見交換も含め、学校関係者評価委員会において外部評
価を実施した。
学校関係者評価委員会は、本学院の教育活動の課題等の明確化に努めることを目的とし、本学院では指摘事項、提言を、同年及び次
年度以降の教育活動その他の学校運営の改善に活用するために方策を検討し、実施に努めている。
2022年度の第１回学校関係者評価委員会は2022年7月13日（水）に開催し、委員会の活動方針、自己点検・評価の取り組み・評価項目・
重点目標の説明、委員と関係教職員における質疑応答を行った。
第２回の委員会は、2022年9月21日（水）に開催し、評価を終えた委員からの総評、意見、提言を聴取するとともに、委員と関係教職員に
おける質疑応答、意見交換を行い、それらをもとに外部評価及び提言を取りまとめ、報告書を作成した。

【本学院並びに本学科に対する評価および提言は以下の通りである】

「Withコロナ」のフェーズを迎え、リアルな体験やコミュニケーションへと揺り戻しが起こっている一方で、“オンライン”“デジタル”は、サ
スティナブ　ル、SDGs等の文脈からも必要不可欠なものとなっている。「DX（デジタルトランスフォーメーション）」による問題解決、新た
な価値創造の取り組みが期待されるなか、リアルとデジタルの垣根を超す変革に同時並行的に取り組んでいることを評価する。新た
なチャレンジに対し、良くなったという実感を伴う成果に期待している。

変化の時代にあっては、問題意識や課題認識の収集や本学院、本学科に対する期待をリサーチし、世界基準での強みを創ることが
必要である。

組織としてハラスメントの問題、法令遵守の意識づけに取り組むことは、引き続き重要である。

学生のキャリア形成のための支援は、情報収集の強化と、学生へのきめ細やかな対応により、成果を上げていることを評価する。さら
に視野を広げ、どのようなキャリア教育が必要なのかの議論を行っていくことが、教育機関の責務として肝要である。

社会との共生や、ファッションを通じた社会貢献の視点を持った実働を今後も継続的・持続的に行い、共に考え抜ける感性・力を養う
べく、「共創教育」という高い視座による取り組みに向けた仕組みづくりを強く期待する。

（２）学校運営 法人組織、事務職員の組織、教員の組織、意思決定機関、委員会組織

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。ま
た、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

文化服装学院は、グループ長会議の下部機関として委員会を設置している。その委員会のひとつとして、学校関係者評価委員
会規程を平成25年4月1日より施行し、委員会を組織した。自己点検・評価の結果について客観性と透明性を高めるとともに、
学外の関係者から専門的な助言を得るため、外部評価を実施する機関と位置付けている。委員会は、本学院が実施した自己
点検・評価の結果について、検証・評価及び助言を行い、その結果を自己点検・評価規程に基づき、公表するものとしている。
委員は、外部委員のみで構成され、本学院の教育理念・目標について理解し、人材育成等に有識のある学外の関係者の中か
ら学院長が選考し、委嘱している。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

留学生の受け入れ状況、合作校・提携校の状況、外部団体・機関との連携

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（１）教育理念・目標 文化服装学院の教育理念、人材育成像

（３）教育活動
学校のカリキュラム編成、課程・教科のカリキュラム編成状況、授業研究、学外
授業、学校行事、課外活動、退学者への対策

（４）学修成果 教育・成績評価

（５）学生支援 キャリア支援、資格取得支援、学生相談体制、経済支援・健康管理

（３）学校関係者評価結果の活用状況

（９）法令等の遵守
法令遵守の状況・ハラスメント対策、諸規程の制定、学則、細則、内規等の整
備、個人情報の保護

学生募集の状況、広報活動

（８）財務 財務状況

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（１０）社会貢献・地域貢献 活動への支援状況、公開講座・教育訓練等

（１１）国際交流

（６）教育環境
教室・講義室・実習室・研究室・事務室の整備・使用状況、機材・備品の管理状
況、付属機関・施設

（７）学生の受入れ募集



種別

企業等委員

企業等委員

企業等委員
兼卒業生

卒業生

企業等委員
兼卒業生

企業等委員
兼卒業生

澤田　勘志 株式会社MORIパーソネル・クリエイツ 　代表取締役社長 委嘱の日～令和6年3月31日

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期

株式会社フクル　代表取締役 委嘱の日～令和5年3月31日

矢野　剛 株式会社繊研新聞社 取締役 編集局長 委嘱の日～令和6年3月31日

中本　文太

芦川　照和 株式会社SUNデザイン研究所　プロデューサー 委嘱の日～令和6年3月31日

URL：https://www.bunka-fc.ac.jp/about/outline/

公表時期：令和　4年　8月　1日

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））

株式会社TSIホールディングス　管理本部　人事部
長

委嘱の日～令和6年3月31日

松本　ルキ 株式会社オールファッションアート研究所　代表取締役 委嘱の日～令和6年3月31日

木島　広



公表時期： 令和　4年　9月　1日

（１１）その他

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（３）情報提供方法

（８）学校の財務 ホームページ「財務」

（９）学校評価 ホームページ「学校評価」

（１０）国際連携の状況 ホームページ「国際連携の状況」

URL：https://www.bunka-fc.ac.jp/about/outline/

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））

ホームページ「学生納付金・修学支援」

（２）各学科等の教育 ホームページ「各学科の教育」

（１）学校の概要、目標及び計画 ホームページ「学校の概要」

（５）様々な教育活動・教育環境

学校が設定する項目

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に関
する情報を提供していること。」関係

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

ホームページによる情報提供を基本としている。ホームページは企業等をのみを対象とせず、視覚的効果を意識した構成となっている
が、ガイドラインに沿った項目を列記したページ（下記URL)を設け、当該項目の情報に遷移する仕組みとなっている。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの項目

ホームページ「学校行事・課外活動」

（６）学生の生活支援 ホームページ「学生支援」

（７）学生納付金・修学支援

（３）教職員 ホームページ「教職員」

（４）キャリア教育・実践的職業教育 ホームページ「キャリア教育・実践的職業教育」



【職業実践専門課程認定後の公表様式】

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

年

有

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾊﾟﾀｰﾝﾒｰｷﾝｸﾞ技術検定2級 ③ 0人 0人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾊﾟﾀｰﾝﾒｰｷﾝｸﾞ技術検定3級 ③ 0人 0人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ能力検定2級 ③ 3人 2人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ能力検定3級 ③ 3人 3人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝ色彩能力検定2級 ③ 434人 307人

人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝ色彩能力検定3級 ③ 420人 326人

人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝ販売能力検定2級 ③ 0人 0人

人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝ販売能力検定3級 ③ 2人 2人

％
日本フォーマル協会主催

ﾌｫｰﾏﾙｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ検定準2級 ③ 0人 0人

％

（令和 3

17 名 11 ％

10人4人6人3人132人300人

（例）学生自治組織・ボランティア・学園祭等の実行委員会等

・学友会専門委員会（学生自治組織）
・文化祭祭実行委員会
・国内外のコンテスト　等

学期制度
■前期：4月1日～9月20日
■後期：9月21日～3月31日

成績評価

■成績表：

■成績評価の基準・方法

試験・平常成績・課題評価・授業姿勢などを基に総合評価す
る。S・A・B・C・Fで評価する。

長期休み
■夏　季：7月16日～9月5日
■冬　季：12月16日～1月9日
■春　季：3月15日～4月5日

卒業・進級
条件

卒業要件：最終学年の修了。卒業必須単位数の取得。
進級要件：学年修了。履修規定単位数の取得。学年カリキュ
ラムにおける必須科目の履修認定。学費の完納。

学修支援等

■クラス担任制： 有

文化服装学院 昭和51年6月1日 学院長　相原幸子
１５１-８５２２
東京都渋谷区代々木　３-２２-１
０３-３２９９-２２１１

学校法人文化学園

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

昭和26年3月5日 理事長　清木孝悦
１５１-８５２２
東京都渋谷区代々木　３-２２-１
０３-３２９９-２２１１

（別紙様式４）

令和5年2月1日※１
（前回公表年月日：令和4年2月1日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

服飾・家政
平成26年文部科学省

認定
━

学科の目的
ファッションビジネスにおける小売店舗の企画から運営までの基礎知識と実務を通じ、世界のファッション市場を見据えた営業戦略や店舗運
営を語学力やコミュニケーションツールを活用した学習と合わせて、国際的感覚を持った人材育成を目的とする。

分野 専門士 高度専門士認定学科名認定課程名

ファッション流通科（リテールプランニングコース）ファッション流通専門課程

認定年月日 平成27年2月17日

修業年限 演習 実習 実験 実技講義
全課程の修了に必要な総授業時

数又は総単位数

0 0

時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数(生徒実員の内数) 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
330 57012002100

85■就職率　　  　　　 　　　

■卒業者に占める就職者の割合

45

民間検定（ファッションビジネス能力検定2級、
ファッション販売能力検定2級）他
産学コラボレーション企画（HOTSOXスタイリングコンペ、楽天特別授業）
他

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応
学生の課題制作状況を一人ひとり点検し、習得状況等の確認
指導を行い、放課後の教室開放を行い、各自のペースに合わ
せて実習作業ができるように対応している。随時、担任教員
による相談受付や面談、進路指導、コンテスト等の指導、学外
教育活動の紹介など、意欲ある学生の積極的な学修を支援し
ている

■サークル活動： 有

■その他

・進学者数：　　　　　　　　　　　　14人
・その他：　　　　　　　  　  　　50人（帰国他）

キャリア開発授業、就職特別講義
就労体験型インターンシップ
全体就職ガイダンス、個別指導（就職相談・書類添削・面接練
習）

㈱アイランド、㈱アズノゥアズ、㈱Vapors、㈱オーダースーツSADA、㈱カワ
ノ、㈱コム・デ・ギャルソン、ダイアナ㈱、㈱TOKYO BASE、㈱バーニーズ
ジャパン、㈱パル、㈱ビショップ、㈱ビームス、フォーティファイブアール
ピーエムスタジオ㈱、MARK STYLER㈱など

（令和3年度卒業者に関する令和4年5月1日時点の情報）

課外活動

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当する
か記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの
③その他（民間検定等）

■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等

令和3年4月1日時点において、在学者159名（令和3年4月1日入学者を含む）
令和4年3月31日時点において、在学者136名（令和4年3月31日卒業者を含む）

■中途退学の主な理由

進路変更、健康上の理由、学業不振、経済的理由、その他

就職等の
状況※２

当該学科の
ホームページＵＲＬ

https://www.bunka-fc.ac.jp/course/fashionryuutsuusenmon-katei/fashionryuutsuu-ka/retailplanning-course/

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容

■卒業者数 136

■就職希望者数 72

■主な就職先、業界等（令和3年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等

年度卒業者に関する令和4年5月1日時点の情報）

■就職者数 61

■中退防止・中退者支援のための取組

専任の指導員が対応するカウンセリング室を常設、再入学・転科の実施

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度： 有
※有の場合、制度内容を記入

①新入生のための奨学金（給付）、②文化服装学院奨学金（給付）、③文化服装学院すみれ会（給付）

■専門実践教育訓練給付： 非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載



種別

①

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

令和4年4月1日～令和5年3月31日

◆教職員委員

相原　幸子 学院長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

筒井　泰輔 株式会社ベルモード　代表取締役 令和4年4月1日～令和5年3月31日

井畑　博康 株式会社AOSTA　代表取締役社長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

清水　由紀
株式会社三越伊勢丹ヒューマンソリューションズ　人財ソリュー
ション事業部コスメグループ　採用担当　担当リーダー

令和4年4月1日～令和5年3月31日

佐谷　眞樹 サタニデザインコンポジット　代表 令和4年4月1日～令和5年3月31日

青砥　厚二 株式会社ユーストン　代表取締役 令和4年4月1日～令和5年3月31日

田中　和安
株式会社ユナイテッドアローズ　上席執行役員
第一事業本部　副本部長

令和4年4月1日～令和5年3月31日

高井　健悟 GROGLO　CO.,LTD　代表取締役 令和4年4月1日～令和5年3月31日

黒川　智生 VMIパートナーズ合同会社 令和4年4月1日～令和5年3月31日

工藤　尚一 株式会社三越伊勢丹　店舗戦略部　営業コンプライアンス部

大原　麻美 株式会社X　アシスタントデザイナー・ファブリックコーディネーター 令和4年4月1日～令和5年3月31日

名　前 所　　　属 任期

安武　俊宏 株式会社ビームスクリエイティブ 令和4年4月1日～令和5年3月31日

高津　勝仁 松竹衣裳株式会社 令和4年4月1日～令和5年3月31日

田中　明美
田中 明美	株式会社ワールドストアパートナーズ
リテール・パートナーシップ推進部

令和4年4月1日～令和5年3月31日

宮本　順一 宮本企画室合同会社　代表 令和4年4月1日～令和5年3月31日

髙瀬　弘将 株式会社ビームスクリエイティブ 令和4年4月1日～令和5年3月31日

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程の編
成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方針

　文化服装学院の教育理念に基づき、各科の目的に合わせてカリキュラム編成を実施し、企業との連携科目による職業教育を行っている。
連携科目については、アパレル産業界の状況や教育課程編成委員会での企業委員からの提言をふまえ設置している。
連携授業では、アパレル産業界の現場で行われている実際の仕事を反映した実習・演習を実施し、実践的な技術習得をさせて成績評価を行っている。
連携企業の選定については、当学院の教育理念をご理解いただき、積極的に実践教育を行っていただける企業と連携することを基本方針としている。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

 文化服装学院は、学校運営に関する事項の最終議決機関であるグループ長会議の下部機関として委員会を設置している。その委員会のひとつとし
て、教育課程編成委員会規程を平成25年4月1日より施行し、委員会を組織した。教育課程のカリキュラムの編成、実施及び改善に関する事項につい
て、関連分野の企業・団体等との連携・協働を高め、助言を得るための機関として教育課程編成委員会を置いている。委員会は、教務委員会の策定し
たカリキュラムの編成、実施及び改善について検証、助言を行うことになっている。
企業等の外部委員による意見を有効に活用するため、教職員委員は、学院長、グループ長、事務局長など幹部教職員と、各課程から選出されている
教務委員会委員が兼務し委員会を構成している。
教育課程編成委員会での意見、提言は教務委員会において検討され、各科課程・科によるカリキュラム策定に反映していくことになっている。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

佐古　かがり エムシーアパレル株式会社　デザイン企画部　取締役部長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

令和4年4月1日現在

横山　裕 株式会社桑山　商品企画部　デザイン開発課 令和4年4月1日～令和5年3月31日

児玉　龍之介 株式会社リングッド　工房　係長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

須賀 俊行
一般社団法人 日本アパレル・ファッション産業協会
人財育成委員会 人事小委員会委員
株式会社ルックホールディングス　人事総務部 人事課 課長

令和4年4月1日～令和5年3月31日

田島　智司
株式会社リーガルコーポレーション
技術開発部　開発課　課長代理

令和4年4月1日～令和5年3月31日



（年間の開催数及び開催時期）

浜田　法子 教育課程編成委員会委員（学生課長） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

吉田　和代 学園就職支援室長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

間島　美央子 教育課程編成委員会委員（教務二課） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

渡井　邦重 教務部長・生涯学習部部長・教務二課長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

小林　克也 学務部長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

大工原　睦 教育課程編成委員会委員（第4グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

杉山　美和 教育課程編成委員会委員（第4グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

三枝　みさお 教育課程編成委員会委員（第5グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

徳滿　真紀 教育課程編成委員会委員（第3グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

佐藤　雄太郎 教育課程編成委員会委員（第3グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

勝又　淳司 教育課程編成委員会委員（第3グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

御田　昭子 教育課程編成委員会委員（第2グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

中澤　咲恵 教育課程編成委員会委員（第2グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

塚﨑　真由 教育課程編成委員会委員（第2グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

三村　典召 教育課程編成委員会委員（第5グループ）　書記 令和4年4月1日～令和5年3月31日

大津　公幸 教育課程編成委員会委員（第1グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

鞠子　有沙 教育課程編成委員会委員（第1グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

令和4年4月1日～令和5年3月31日

朝日　真 第５グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

宮原　祐紀子 教育課程編成委員会（第2グループ）　委員長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

此村　公子 教育課程編成委員会（第2グループ）　副委員長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

野中　慶子 副学院長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

門井　緑 第１グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

教育課程編成委員会は、原則として企業等委員を含めた委員会を年2回以上開催することとし、令和3年度の開催日時は下記の
とおりである。委員会は各科ごとの分科会形式で実施しており、より綿密な意見交換を行い、各科の特長を活かしたカリキュラム
の設定および新規科目の開設や授業方法の改善、工夫を目指している。

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（6月、11月）

（開催日時（実績））

第１回　令和　4年　6月　24日　15：30～17：45

第２回　令和　4年　12月　14日　15：00～16：30

早渕　千加子 第２グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

野原　美香 第３グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

宮原　勝一 第４グループ長

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

・チームごとのタスク管理を視覚化し共有するためアプリの運用を行った。
・セレクトショップ企画・運営実習において、実店舗やEC販売を行うが、さらなる多様化を検討する。



ビジネス論
グループワークやケーススタディなどを通じて、ファッション業界
や世の中における最新の情報をキャッチアップしつつ、ビジネス
として俯瞰で捉えられる力を身につける。

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

ファッション流通科リテールプランニングコースにおいては、ファッションビジネスに必要となるインターネットビジネスの活用方法、
ビジネス論の知識を学ぶ為、講師を招いて実習を行っている。またバイイング業務に必須である色彩感覚の向上を目指し、「パー
ソナルカラー検定」を実施している企業より講師を招き、コーディネートを意識した色彩の実習を行っている。成績評価について
は、連携企業による作品評価や、連携企業からの聞き取りによる試験出題などを行い、期末および年度末に行う成績評価（ＡＡ～
Ｆの5段階評価）の一部としている。

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

株式会社ALL IS NEW

パーソナルカラー

1年次の色彩理論・配色・作品作りなどで身につけたことをベー
スに、ファッション業界の現場でビジネススキルとして「パーソナ
ルカラー（似合う色）」を活用するための実践を実習やロールプ
レイを織り交ぜながら学習・修得する。

色彩活用研究所　株式会社

ファッションビジネスにおいて、インターネットの活用は必須とな
り、ブランディング、マーケティング、プロモーション、販売等、活
用の方法が多岐にわたってきている。ブランドの戦略や成長に
欠かすことのできないインターネットの活用を、ECを実際に構築
したり、SNSを利用してプロモーションをしたりなど、実践からイン
ターネットビジネスについて理解を深める。

宮本企画室合同会社

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

　企業等との連携による実習・演習は、基礎的なカリキュラムを修学した後が有効であるとの考えから、実施時期は2年次以降と
することを基本としている。企業等の現場で実際に働いている方々より直接指導を受け、実習、演習を行う事により、実践的な知
識・技術の習得を行う。同時に企業の現場でなければ得られない緊張感等から、実習内容以外の成果を挙げることも期待してい
る。
以上を前提として、実習には担任または担当教員が同行し、単なる授業の委託とならないよう配慮をしている。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

（３）具体的な連携の例　※科目数については代表的な５科目について記載。

インターネットビジネス

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
「ファッション流通科リテールプランニングコース」はファッション分野における小売り店舗の企画から運営のための基礎知識と実務を学び、即戦力として
販売の現場で活躍できる人材の養成を行っている。そのため指導教員は、接客実務、店舗運営実務の最新状況を熟知していると共に、学生に伝え導く
力が求められる。
マーケティングに基づいたブランド計画、商品計画、顧客への適切なアドバイスを行うことのできる接客力を指導していくため、教員は常にトレンド情報
の把握に努めるとともに、学生の就職先ともなるアパレル企業の売り場での研修を定期的に行っている。あわせて「人間力」、「指導力」の向上を目的と
した研修を継続的に行う。
専門技術修得のための研修は、研究企画委員会が「研究企画委員会規程」に基づき、教員の知識や技術の向上と実務能力の向上を目指して毎年度
研修を企画し、企業等から講師を招いて実施している。この研修については学校が研修費用を助成し実施するものと、個々のスキルに合わせ研修内
容を教員個人が選定し実施するものがある。
指導力向上を目的とした研修は、一定の就業年数に達した教員に向け、学院事務局教務部が主催し、「教員研修規程」及び「教員の海外研修及び国
内研修に関する規程」に基づき、指導力の向上・役割認識・資質の向上を目的として実施している。
また「文化学園職員研修規程」に基づき文化学園総務本部が研修を主催している。新入職員研修会では学園職員としての基本的知識や学園の歴史と
現状、就業規則及び諸規則の理解、社会人としてのマナー等の内容の研修を実施している。

（２）研修等の実績

①専攻分野における実務に関する研修等

研修名：「文化服装学院主催　CLO研修」
（連携企業等：株式会社ユカアンドアルファ　インストラクター）
期間：令和3年9月1日（水）、2日（木）
対象：リテールプランニングコース専任教員1名
内容： アパレル3D CAD着装シミュレーションシステム　操作方法・活用について



４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。また、
評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

文化服装学院は、グループ長会議の下部機関として委員会を設置している。その委員会のひとつとして、学校関係者評価委員会
規程を平成25年4月1日より施行し、委員会を組織した。自己点検・評価の結果について客観性と透明性を高めるとともに、学外
の関係者から専門的な助言を得るため、外部評価を実施する機関と位置付けている。委員会は、本学院が実施した自己点検・評
価の結果について、検証・評価及び助言を行い、その結果を自己点検・評価規程に基づき、公表するものとしている。委員は、外
部委員のみで構成され、本学院の教育理念・目標について理解し、人材育成等に有識のある学外の関係者の中から学院長が選
考し、委嘱している。

②指導力の修得・向上のための研修等

＊　研修等の実績（推薦年度の前年度における実績）
＊　研修等の計画（推薦年度における計画）

研修名：「就職特別講座」
（連携企業等：株式会社ＭＯＲＩパーソネルクリエイツ　代表取締役社長　澤田 勘志　氏　）
期間：令和3年12月23日（木）
対象：本学全教職員
内容：就職環境の現状と就職支援のすすめ方　コロナ禍の変化と対応　教員の立場から取り組む学生支援

研修名：「チームビルディング」
（連携企業等：株式会社 しごと総合研究所　代表取締役 山田 夏子氏　）
期間：令和3年12月20日（月）
対象：本学全教職員
内容：「ワクワクする授業」「ワクワクする学校づくり」、そして「自分自身がより良くはたらく」ことを目指し、みんながこの学校で働い
ていて良かったと誇りに思える組織づくりのヒントを得る体験型の研修

（３）研修等の計画

①専攻分野における実務に関する研修等

研修名：「文化服装学院主催　イラストレーター・フォトショップ研修」
（連携企業等：文化服装学院　教授　高崎　利々子　氏）
期間：令和4年9月2日（金）
対象：リテールプランニングコース専任教員1名
内容：レイアウトデザインについて必要なイラストレーターとフォトショップの基本操作

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名：「ファッション教育と知的財産」
（連携企業等：国立大学法人 山口大学 知的財産センター センター長 小川明子　氏　）
期間：令和4年9月1日（水）
対象：本学全教職員
内容：著作権について

（別途、以下の資料を提出）
＊　研修等に係る諸規程



1.

2.

3.

4.

5.

種別

企業等委員

企業等委員

企業等委員
兼卒業生

卒業生

企業等委員
兼卒業生
企業等委員
兼卒業生

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

URL：https://www.bunka-fc.ac.jp/about/outline/

公表時期：       令和　4年　8月　1日

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））

株式会社TSIホールディングス　管理本部　人事部長 委嘱の日～令和6年3月31日

松本　ルキ 株式会社オールファッションアート研究所　代表取締役

矢野　剛 株式会社繊研新聞社 取締役 編集局長 委嘱の日～令和6年3月31日

中本　文太

委嘱の日～令和6年3月31日

木島　広 株式会社フクル　代表取締役 委嘱の日～令和5年3月31日

芦川　照和 株式会社SUNデザイン研究所　プロデューサー 委嘱の日～令和6年3月31日

（６）教育環境
教室・講義室・実習室・研究室・事務室の整備・使用状況、機材・備品の管理状
況、付属機関・施設

（７）学生の受入れ募集 学生募集の状況、広報活動

（８）財務 財務状況

（３）学校関係者評価結果の活用状況

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期

（９）法令等の遵守
法令遵守の状況・ハラスメント対策、諸規程の制定、学則、細則、内規等の整備、
個人情報の保護

（１０）社会貢献・地域貢献

2022年度は、2021年度の自己点検・評価報告書を資料として関係教職員との意見交換も含め、学校関係者評価委員会において外部評価
を実施した。
学校関係者評価委員会は、本学院の教育活動の課題等の明確化に努めることを目的とし、本学院では指摘事項、提言を、同年及び次年
度以降の教育活動その他の学校運営の改善に活用するために方策を検討し、実施に努めている。
2022年度の第１回学校関係者評価委員会は2022年7月13日（水）に開催し、委員会の活動方針、自己点検・評価の取り組み・評価項目・重
点目標の説明、委員と関係教職員における質疑応答を行った。
第２回の委員会は、2022年9月21日（水）に開催し、評価を終えた委員からの総評、意見、提言を聴取するとともに、委員と関係教職員にお
ける質疑応答、意見交換を行い、それらをもとに外部評価及び提言を取りまとめ、報告書を作成した。

【本学院並びに本学科に対する評価および提言は以下の通りである】

※（１０）及び（１１）については任意記載。

活動への支援状況、公開講座・教育訓練等

（１１）国際交流 留学生の受け入れ状況、合作校・提携校の状況、外部団体・機関との連携

（１）教育理念・目標 文化服装学院の教育理念、人材育成像

（２）学校運営 法人組織、事務職員の組織、教員の組織、意思決定機関、委員会組織

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

澤田　勘志 株式会社MORIパーソネル・クリエイツ 　代表取締役社長 委嘱の日～令和6年3月31日

（３）教育活動
学校のカリキュラム編成、課程・教科のカリキュラム編成状況、授業研究、学外授
業、学校行事、課外活動、退学者への対策

（４）学修成果 教育・成績評価

（５）学生支援 キャリア支援、資格取得支援、学生相談体制、経済支援・健康管理

「Withコロナ」のフェーズを迎え、リアルな体験やコミュニケーションへと揺り戻しが起こっている一方で、“オンライン”“デジタル”は、サス
ティナブ　ル、SDGs等の文脈からも必要不可欠なものとなっている。「DX（デジタルトランスフォーメーション）」による問題解決、新たな価
値創造の取り組みが期待されるなか、リアルとデジタルの垣根を超す変革に同時並行的に取り組んでいることを評価する。新たなチャレ
ンジに対し、良くなったという実感を伴う成果に期待している。

変化の時代にあっては、問題意識や課題認識の収集や本学院、本学科に対する期待をリサーチし、世界基準での強みを創ることが必
要である。
組織としてハラスメントの問題、法令遵守の意識づけに取り組むことは、引き続き重要である。

学生のキャリア形成のための支援は、情報収集の強化と、学生へのきめ細やかな対応により、成果を上げていることを評価する。さらに
視野を広げ、どのようなキャリア教育が必要なのかの議論を行っていくことが、教育機関の責務として肝要である。

社会との共生や、ファッションを通じた社会貢献の視点を持った実働を今後も継続的・持続的に行い、共に考え抜ける感性・力を養うべ
く、「共創教育」という高い視座による取り組みに向けた仕組みづくりを強く期待する。

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目



（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

ホームページによる情報提供を基本としている。ホームページは企業等をのみを対象とせず、視覚的効果を意識した構成となっているが、
ガイドラインに沿った項目を列記したページ（下記URL)を設け、当該項目の情報に遷移する仕組みとなっている。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの項目

ホームページ「学生納付金・修学支援」

（２）各学科等の教育 ホームページ「各学科の教育」

（１）学校の概要、目標及び計画 ホームページ「学校の概要」

（５）様々な教育活動・教育環境 ホームページ「学校行事・課外活動」

（６）学生の生活支援 ホームページ「学生支援」

（７）学生納付金・修学支援

（３）教職員 ホームページ「教職員」

（４）キャリア教育・実践的職業教育 ホームページ「キャリア教育・実践的職業教育」

学校が設定する項目

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に関す
る情報を提供していること。」関係

公表時期： 令和　4年　9月　1日

（１１）その他

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（３）情報提供方法

（８）学校の財務 ホームページ「財務」

（９）学校評価 ホームページ「学校評価」

（１０）国際連携の状況 ホームページ「国際連携の状況」

URL：https://www.bunka-fc.ac.jp/about/outline/

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））



【職業実践専門課程認定後の公表様式】

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

年

有

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾊﾟﾀｰﾝﾒｰｷﾝｸﾞ技術検定2級 ③ 0人 0人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾊﾟﾀｰﾝﾒｰｷﾝｸﾞ技術検定3級 ③ 0人 0人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ能力検定2級 ③ 4人 3人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ能力検定3級 ③ 434人 307人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝ色彩能力検定2級 ③ 420人 326人

人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝ色彩能力検定3級 ③ 1人 1人

人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝ販売能力検定2級 ③ 0人 0人

人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝ販売能力検定3級 ③ 2人 2人

％
日本フォーマル協会主催

ﾌｫｰﾏﾙｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ検定準2級 ③ 15人 14人

％

（令和 3

4 名 7 ％

6人2人4人5人70人120人

（例）学生自治組織・ボランティア・学園祭等の実行委員会等

・学友会専門委員会（学生自治組織）
・文化祭祭実行委員会
・国内外のコンテスト　等

学期制度
■前期：4月1日～9月20日
■後期：9月21日～3月31日

成績評価

■成績表：

■成績評価の基準・方法
試験・平常成績・課題評価・授業姿勢などを基に総合評価す
る。S・A・B・C・Fで評価する。

長期休み
■夏　季：7月16日～9月5日
■冬　季：12月16日～1月9日
■春　季：3月15日～4月5日

卒業・進級
条件

卒業要件：最終学年の修了。卒業必須単位数の取得。
進級要件：学年修了。履修規定単位数の取得。学年カリキュ
ラムにおける必須科目の履修認定。学費の完納。

学修支援等

■クラス担任制： 有

文化服装学院 昭和51年6月1日 学院長　相原幸子
１５１-８５２２
東京都渋谷区代々木　３-２２-１
０３-３２９９-２２１１

学校法人文化学園

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

昭和26年3月5日 理事長　清木孝悦
１５１-８５２２
東京都渋谷区代々木　３-２２-１
０３-３２９９-２２１１

（別紙様式４）

令和5年2月1日※１
（前回公表年月日：令和4年2月1日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

服飾・家政
平成26年文部科学省

認定
━

学科の目的
ITの進化とともに、大きく変化しているファッションとお客様との関係を幅広い情報収集し分析力を身につける。それらをもとにデジタルメディ
アを活用したプロモーション力を取得し、プレスや販売促進、Webマーケッターなどを担う人材育成を目的とする。

分野 専門士 高度専門士認定学科名認定課程名

ファッション流通科（ファッションプロモーションコース）ファッション流通専門課程

認定年月日 平成27年2月17日

修業年限 演習 実習 実験 実技講義
全課程の修了に必要な総授業時

数又は総単位数

0 0
時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数(生徒実員の内
数)

専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
570 7208402130

70■就職率　　  　　　 　　　

■卒業者に占める就職者の割合

46

産学コラボレーション企画（HOTSOXスタイリングコンペ、楽天特別
授業）他

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応
学生の課題制作状況を一人ひとり点検し、習得状況等の確認指導
を行い、放課後の教室開放を行い、各自のペースに合わせて実習
作業ができるように対応している。随時、担任教員による相談受付
や面談、進路指導、コンテスト等の指導、学外教育活動の紹介な
ど、意欲ある学生の積極的な学修を支援している。

■サークル活動： 有

■その他
・進学者数：　　　　　　　　　　　　8人
・その他：　　　　　　　　　　　　　9人（帰国他）

キャリア開発授業、就職特別講義
就労体験型インターンシップ
全体就職ガイダンス、個別指導（就職相談・書類添削・面接練
習）

㈱アダストリア、イトキン㈱、㈱エクシオ、㈱KENOFFICE、㈱コム・デ・
ギャルソン、松竹衣裳㈱、㈱シライ、㈱DHOLIC FBL、㈱フジプランニ
ング、㈱PLUS EIGHTY ONE、㈻文化学園　文化出版局、㈱ワイエム
ファッション研究所　など

（令和3年度卒業者に関する令和4年5月1日時点の情報）

課外活動

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当する
か記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの
③その他（民間検定等）

■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等

令和3年4月1日時点において、在学者56名（令和3年4月1日入学者を含む）
令和4年3月31日時点において、在学者50名（令和4年3月31日卒業者を含む）
■中途退学の主な理由

健康上の理由、学業不振、その他

就職等の
状況※２

当該学科の
ホームページＵＲＬ

https://www.bunka-fc.ac.jp/course/fashionryuutsuusenmon-katei/fashionryuutsuu-ka/fashionpromotion-course/

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容

■卒業者数 50

■就職希望者数 33

■主な就職先、業界等（令和3年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等

年度卒業者に関する令和4年5月1日時点の情報）

■就職者数 23

■中退防止・中退者支援のための取組

専任の指導員が対応するカウンセリング室を常設、再入学・転科の実施

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度： 有
※有の場合、制度内容を記入

①新入生のための奨学金（給付）、②文化服装学院奨学金（給付）、③文化服装学院すみれ会（給付）

■専門実践教育訓練給付： 非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載



種別

①

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

筒井　泰輔 株式会社ベルモード　代表取締役 令和4年4月1日～令和5年3月31日

須賀　俊行
一般社団法人 日本アパレル・ファッション産業協会
人財育成委員会 人事小委員会委員
株式会社ルックホールディングス　人事総務部 人事課 課長

令和4年4月1日～令和5年3月31日

田島　智司
株式会社リーガルコーポレーション　技術開発部
開発課　課長代理

令和4年4月1日～令和5年3月31日

横山　裕 株式会社桑山　商品企画部　デザイン開発課 令和4年4月1日～令和5年3月31日

児玉　龍之介 株式会社リングッド　工房　係長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程の
編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方針

　文化服装学院の教育理念に基づき、各科の目的に合わせてカリキュラム編成を実施し、企業との連携科目による職業教育を行っている。
連携科目については、アパレル産業界の状況や教育課程編成委員会での企業委員からの提言をふまえ設置している。
連携授業では、アパレル産業界の現場で行われている実際の仕事を反映した実習・演習を実施し、実践的な技術習得をさせて成績評価を行ってい
る。
連携企業の選定については、当学院の教育理念をご理解いただき、積極的に実践教育を行っていただける企業と連携することを基本方針としてい
る。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

 文化服装学院は、学校運営に関する事項の最終議決機関であるグループ長会議の下部機関として委員会を設置している。その委員会のひとつと
して、教育課程編成委員会規程を平成25年4月1日より施行し、委員会を組織した。教育課程のカリキュラムの編成、実施及び改善に関する事項に
ついて、関連分野の企業・団体等との連携・協働を高め、助言を得るための機関として教育課程編成委員会を置いている。委員会は、教務委員会
の策定したカリキュラムの編成、実施及び改善について検証、助言を行うことになっている。
企業等の外部委員による意見を有効に活用するため、教職員委員は、学院長、グループ長、事務局長など幹部教職員と、各課程から選出されてい
る教務委員会委員が兼務し委員会を構成している。
教育課程編成委員会での意見、提言は教務委員会において検討され、各科課程・科によるカリキュラム策定に反映していくことになっている。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

佐古　かがり エムシーアパレル株式会社　デザイン企画部　取締役部長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

令和4年4月1日現在

大原　麻美 株式会社X　アシスタントデザイナー・ファブリックコーディネーター 令和4年4月1日～令和5年3月31日

名　前 所　　　属 任期

安武　俊宏 株式会社ビームスクリエイティブ 令和4年4月1日～令和5年3月31日

高津　勝仁 松竹衣裳株式会社 令和4年4月1日～令和5年3月31日

田中　明美
田中 明美	株式会社ワールドストアパートナーズ
リテール・パートナーシップ推進部

令和4年4月1日～令和5年3月31日

宮本　順一 宮本企画室合同会社　代表 令和4年4月1日～令和5年3月31日

髙瀬　弘将 株式会社ビームスクリエイティブ 令和4年4月1日～令和5年3月31日

井畑　博康 株式会社AOSTA　代表取締役社長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

清水　由紀
株式会社三越伊勢丹ヒューマンソリューションズ　人財ソ
リューション事業部コスメグループ　採用担当　担当リーダー

令和4年4月1日～令和5年3月31日

佐谷　眞樹 サタニデザインコンポジット　代表 令和4年4月1日～令和5年3月31日

青砥　厚二 株式会社ユーストン　代表取締役 令和4年4月1日～令和5年3月31日

田中　和安
株式会社ユナイテッドアローズ　上席執行役員
第一事業本部　副本部長

令和4年4月1日～令和5年3月31日

高井　健悟 GROGLO　CO.,LTD　代表取締役 令和4年4月1日～令和5年3月31日

黒川　智生 VMIパートナーズ合同会社 令和4年4月1日～令和5年3月31日

工藤　尚一 株式会社三越伊勢丹　店舗戦略部　営業コンプライアンス部 令和4年4月1日～令和5年3月31日

◆教職員委員

相原　幸子 学院長 令和4年4月1日～令和5年3月31日



（年間の開催数及び開催時期）

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

・SNSスキルの強化について、ファッションとSNSの両面からアプローチできる企業へ講義を依頼。
・変化し続ける市場に合わせつつ、「説明力」や「言語化のトレーニング」をより一層高めることが重要である。

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（6月、11月）

（開催日時（実績））

第１回　令和　4年　6月　24日　15：30～17：45

第２回　令和　4年　12月　14日　15：00～16：30

教育課程編成委員会は、原則として企業等委員を含めた委員会を年2回以上開催することとし、令和3年度の開催日時は下記
のとおりである。委員会は各科ごとの分科会形式で実施しており、より綿密な意見交換を行い、各科の特長を活かしたカリキュ
ラムの設定および新規科目の開設や授業方法の改善、工夫を目指している。

野中　慶子 副学院長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

門井　緑 第１グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

早渕　千加子 第２グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

野原　美香 第３グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

宮原　勝一 第４グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

朝日　真 第５グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

宮原　祐紀子 教育課程編成委員会（第2グループ）　委員長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

此村　公子 教育課程編成委員会（第2グループ）　副委員長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

三村　典召 教育課程編成委員会委員（第5グループ）　書記 令和4年4月1日～令和5年3月31日

大津　公幸 教育課程編成委員会委員（第1グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

鞠子　有沙 教育課程編成委員会委員（第1グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

御田　昭子 教育課程編成委員会委員（第2グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

中澤　咲恵 教育課程編成委員会委員（第2グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

塚﨑　真由 教育課程編成委員会委員（第2グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

徳滿　真紀 教育課程編成委員会委員（第3グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

佐藤　雄太郎 教育課程編成委員会委員（第3グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

勝又　淳司 教育課程編成委員会委員（第3グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

大工原　睦 教育課程編成委員会委員（第4グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

杉山　美和 教育課程編成委員会委員（第4グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

三枝　みさお 教育課程編成委員会委員（第5グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

浜田　法子 教育課程編成委員会委員（学生課長） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

吉田　和代 学園就職支援室長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

間島　美央子 教育課程編成委員会委員（教務二課） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

渡井　邦重 教務部長・生涯学習部部長・教務二課長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

小林　克也 学務部長 令和4年4月1日～令和5年3月31日



「ファッション流通科ファッションプロモーションコース」は社会経済からファッション業界、企業や消費者、商品までの幅広い情報を収集・分析する
力を養い、webやSNSなどのデジタルメディアを活用した総合的なプロモーション提案ができる人材の養成を行っている。そのため指導教員は最新
の社会情勢やファッション業界や企業などの実務・知識を熟知したうえで、それを伝える指導力が求められる。
そのためファッション業界を含めた社会情勢の把握、商品の訴求力や指導力の向上を目的とした研修を継続的に行っている。
専門技術修得のための研修は、研究企画委員会が「研究企画委員会規程」に基づき、教員の知識や技術の向上と実務能力の向上を目指して毎
年度研修を企画し、企業等から講師を招いて実施している。この研修については学校が研修費用を助成し実施するものと、個々のスキルに合わ
せ研修内容を教員個人が選定し実施するものがある。
指導力向上を目的とした研修は、一定の就業年数に達した教員に向け、学院事務局教務部が主催し、「教員研修規程」及び「教員の海外研修及
び国内研修に関する規程」に基づき、指導力の向上・役割認識・資質の向上を目的として実施している。
また「文化学園職員研修規程」に基づき文化学園総務本部人事厚生課が研修を主催している。新入職員研修会では学園職員としての基本的知
識や学園の歴史と現状、就業規則及び諸規則の理解、社会人としてのマナー等の内容の研修を実施している。

※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

メディア活用論

カラープランニング
様々なメディアにおけるコミュニケーションの中での色彩の役割
を理解し、「伝える」ためのツールとして客観的な色彩の活用を
目指す。

色彩活用研究所株式会社

エディトリアルワーク

現在のファッションビジネスにおけるあらゆるコミュニケーション
設計において、最も必要とされるスキル「編集力」を実践的に
身につける。表現に必要な、エディトリアル（ライティング含む）・
ビジュアルディレクション・アートディレクション・ウェブディレク
ションの４つのスキルを中心にエディトリアルワークを総合的に
学ぶ。

有限会社Mo-Green

デジタルマーケティング
アパレル業界でマーケターとして就業できるwebマーケティング
の基礎知識の習得。
就業時にアシスタントとして活躍できるレベルを目指す。

株式会社レインボーシェイク

広告PR領域におけるメディア、クリエイティブ、プロモーション、
マーケティングに関する最低限必要な基礎知識を身に付ける。
さらに、プランニングをする際に求められるアイデア発想の仕
方など、周辺領域の実践的なスキル習得を目指す。最終課題
としてチームでの企画プレゼンテーションに挑み、プレス、広
報、販売促進業務において実務として求められる「コンテンツ企
画」と「メディア設計」のベースを考えられるレベルとなることを
目標とする。

株式会社ボブタナカ事務所

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

　企業等との連携による実習・演習は、基礎的なカリキュラムを修学した後が有効であるとの考えから、実施時期は2年次以降とすること
を基本としている。企業等の現場で実際に働いている方々より直接指導を受け、実習、演習を行う事により、実践的な知識・技術の習得
を行う。同時に企業の現場でなければ得られない緊張感等から、実習内容以外の成果を挙げることも期待している。
以上を前提として、実習には担任または担当教員が同行し、単なる授業の委託とならないよう配慮をしている。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

ファッション
マーケティング論

アパレル業界でマーケターとして就業できるマーケティングの
基礎知識の習得。就業時にアシスタントとして活躍できるレベ
ルを目指す。

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

ファッション流通科ファッションプロモーションコースにおいては、メディアの活用方法、編集、撮影の知識を学ぶ為、講師を招いて実習を
行っている。アパレル業界でマーケターとして就業できるマーケティング基礎知識を習得する。新デジタルマーケティングやメディアにお
ける色彩の役割を理解し、インサイト分析・デジタル広告運用など様々な視点で分析から戦略、戦術まで実行できるスキルを身につけ
る。
成績評価については、連携企業による作品評価や、連携企業からの聞き取りによる試験出題などを行い、期末および年度末に行う成績
評価（ＡＡ～Ｆの5段階評価）の一部としている。

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

株式会社レインボーシェイク

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

（２）研修等の実績

①専攻分野における実務に関する研修等

研修名：「これから始めるコンテンツマーケティング！今すぐ実施すべきコンテンツSEOとは？」
（連携企業等：株式会社PLAN-B 静 理絵 氏）
期間：令和3年8月13日（金）
対象：Fプロモーションコース専任教員1名
内容：コンテンツマーケティングに必要なSEO対策についての考え方と実施すべき施策の考え方



研修名：「BtoB企業が実施すべき「コンテンツマーケティング」の極意」
（連携企業等：株式会社ウィルゲート 吉岡 諒 氏　他）
期間：令和3年8月17日（火）
対象：Fプロモーションコース専任教員１名
内容：運営体制、BtoB向けコンテンツを作るポイント、コンテンツを届ける方法など

研修名：「SEOで必要なサイト分析講座～Googleアナリティクス サーチコンソール活用術！～」
（連携企業等：株式会社PLAN-B 木村 律也 氏）
期間：令和3年8月18日（水）
対象：Fプロモーションコース専任教員１名
内容：GoogleアナリティクスとサーチコンソールWebサイトの状態把握 (GA/GSCサマリーの見方)、流入キーワード分析、コンバージョン
分析、SEO内部施策チェックなど

研修名：「ファッション教育と知的財産」
（連携企業等：国立大学法人 山口大学 知的財産センター センター長 小川明子　氏　）
期間：令和4年9月1日（水）
対象：本学全教職員
内容：著作権について

（別途、以下の資料を提出）

＊　研修等に係る諸規程

＊　研修等の実績（推薦年度の前年度における実績）

＊　研修等の計画（推薦年度における計画）

研修名：TVCM無くても売上拡大！LIONの事例に学ぶ マーケティングPR
（連携企業等：電通PRコンサルティング　PRプロデューサー/PRX Studio Q 根本 陽平 氏　）
期間：令和3年12月1日（水）
対象：Fプロモーションコース専任教員1名
内容：「2020グローバルSABREアワード」トップ40に選ばれた事例をもとに、そのプランニングの背景や企画設計のポイントを紹介。

研修名：そのリライト、成果出てますか？SEOリライト講座講座【応用編】～流入数・CV数をさらに伸ばす効果的なリライト施策とは～
（連携企業等：株式会社PLAN-B 木村 律也 氏）
期間：令和3年12月16日（木）
対象：Fプロモーションコース専任教員1名
内容：SEO対策におけるPDCAの必要性、SEOの「PDCA」とよくある間違い、PDCAの正しい回し方

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名：「チームビルディング」
（連携企業等：株式会社 しごと総合研究所　代表取締役 山田 夏子氏　）
期間：令和3年12月20日（月）
対象：本学全教職員
内容：「ワクワクする授業」「ワクワクする学校づくり」、そして「自分自身がより良くはたらく」ことを目指し、みんながこの学校で働いていて
良かったと誇りに思える組織づくりのヒントを得る体験型の研修

研修名：「ハラスメント防止研修会」
（連携企業等：文化学園　学生生活支援室　室長　菊住　彰　氏　）
期間：令4年7月6日（水）
対象：本学全教職員
内容：ハラスメントについて

（３）研修等の計画

①専攻分野における実務に関する研修等

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名：「指導に活かすアンガーマネジメント ～より良いコミュニケーションを目指して～」
（連携企業等：(一社) アンガーマネジメントジャパン認定・実践リーダー　大森　由紀　氏　）
期間：令和3年12月20日（月）
対象：本学全教職員
内容：指導の中でおこるさまざまなイライラごとを素材とし、心のモヤモヤを小さくして、よりよいコミュニケーションへつないでいく、そんな
方法の一つとしてアンガーマネジメントを学ぶ

研修名：「就職特別講座」
（連携企業等：株式会社ＭＯＲＩパーソネルクリエイツ　代表取締役社長　澤田 勘志　氏　）
期間：令和3年12月23日（木）
対象：本学全教職員
内容：就職環境の現状と就職支援のすすめ方　コロナ禍の変化と対応　教員の立場から取り組む学生支援



1.

2.

3.

4.

5. 社会との共生や、ファッションを通じた社会貢献の視点を持った実働を今後も継続的・持続的に行い、共に考え抜ける感性・力を養う
べく、「共創教育」という高い視座による取り組みに向けた仕組みづくりを強く期待する。

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。ま
た、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

文化服装学院は、グループ長会議の下部機関として委員会を設置している。その委員会のひとつとして、学校関係者評価委員
会規程を平成25年4月1日より施行し、委員会を組織した。自己点検・評価の結果について客観性と透明性を高めるとともに、
学外の関係者から専門的な助言を得るため、外部評価を実施する機関と位置付けている。委員会は、本学院が実施した自己
点検・評価の結果について、検証・評価及び助言を行い、その結果を自己点検・評価規程に基づき、公表するものとしている。
委員は、外部委員のみで構成され、本学院の教育理念・目標について理解し、人材育成等に有識のある学外の関係者の中か
ら学院長が選考し、委嘱している。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（３）教育活動
学校のカリキュラム編成、課程・教科のカリキュラム編成状況、授業研究、学外
授業、学校行事、課外活動、退学者への対策

（４）学修成果 教育・成績評価

（５）学生支援 キャリア支援、資格取得支援、学生相談体制、経済支援・健康管理

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（１）教育理念・目標 文化服装学院の教育理念、人材育成像

（２）学校運営 法人組織、事務職員の組織、教員の組織、意思決定機関、委員会組織

（９）法令等の遵守
法令遵守の状況・ハラスメント対策、諸規程の制定、学則、細則、内規等の整
備、個人情報の保護

（１０）社会貢献・地域貢献 活動への支援状況、公開講座・教育訓練等

（１１）国際交流 留学生の受け入れ状況、合作校・提携校の状況、外部団体・機関との連携

（６）教育環境
教室・講義室・実習室・研究室・事務室の整備・使用状況、機材・備品の管理状
況、付属機関・施設

（７）学生の受入れ募集 学生募集の状況、広報活動

（８）財務 財務状況

（３）学校関係者評価結果の活用状況

2022年度は、2021年度の自己点検・評価報告書を資料として関係教職員との意見交換も含め、学校関係者評価委員会において外部評
価を実施した。
学校関係者評価委員会は、本学院の教育活動の課題等の明確化に努めることを目的とし、本学院では指摘事項、提言を、同年及び次
年度以降の教育活動その他の学校運営の改善に活用するために方策を検討し、実施に努めている。
2022年度の第１回学校関係者評価委員会は2022年7月13日（水）に開催し、委員会の活動方針、自己点検・評価の取り組み・評価項目・
重点目標の説明、委員と関係教職員における質疑応答を行った。
第２回の委員会は、2022年9月21日（水）に開催し、評価を終えた委員からの総評、意見、提言を聴取するとともに、委員と関係教職員に
おける質疑応答、意見交換を行い、それらをもとに外部評価及び提言を取りまとめ、報告書を作成した。

【本学院並びに本学科に対する評価および提言は以下の通りである】

「Withコロナ」のフェーズを迎え、リアルな体験やコミュニケーションへと揺り戻しが起こっている一方で、“オンライン”“デジタル”は、サ
スティナブ　ル、SDGs等の文脈からも必要不可欠なものとなっている。「DX（デジタルトランスフォーメーション）」による問題解決、新た
な価値創造の取り組みが期待されるなか、リアルとデジタルの垣根を超す変革に同時並行的に取り組んでいることを評価する。新た
なチャレンジに対し、良くなったという実感を伴う成果に期待している。

変化の時代にあっては、問題意識や課題認識の収集や本学院、本学科に対する期待をリサーチし、世界基準での強みを創ることが
必要である。

組織としてハラスメントの問題、法令遵守の意識づけに取り組むことは、引き続き重要である。

学生のキャリア形成のための支援は、情報収集の強化と、学生へのきめ細やかな対応により、成果を上げていることを評価する。さら
に視野を広げ、どのようなキャリア教育が必要なのかの議論を行っていくことが、教育機関の責務として肝要である。



種別

企業等委員

企業等委員

企業等委員
兼卒業生

卒業生

企業等委員
兼卒業生

企業等委員
兼卒業生

澤田　勘志 株式会社MORIパーソネル・クリエイツ 　代表取締役社長 委嘱の日～令和6年3月31日

芦川　照和 株式会社SUNデザイン研究所　プロデューサー 委嘱の日～令和6年3月31日

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））

株式会社TSIホールディングス　管理本部　人事部長 委嘱の日～令和6年3月31日

松本　ルキ 株式会社オールファッションアート研究所　代表取締役 委嘱の日～令和6年3月31日

木島　広 株式会社フクル　代表取締役 委嘱の日～令和5年3月31日

矢野　剛 株式会社繊研新聞社 取締役 編集局長 委嘱の日～令和6年3月31日

中本　文太

URL：https://www.bunka-fc.ac.jp/about/outline/

公表時期：     令和　4年　8月　1日



５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に関
する情報を提供していること。」関係

（３）教職員 ホームページ「教職員」

（４）キャリア教育・実践的職業教育 ホームページ「キャリア教育・実践的職業教育」

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
ホームページによる情報提供を基本としている。ホームページは企業等をのみを対象とせず、視覚的効果を意識した構成となっているが、ガイドライ
ンに沿った項目を列記したページ（下記URL)を設け、当該項目の情報に遷移する仕組みとなっている。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 ホームページ「学校の概要」

公表時期： 令和　4年　9月　1日

（１１）その他

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（３）情報提供方法

（８）学校の財務 ホームページ「財務」

（９）学校評価 ホームページ「学校評価」

（１０）国際連携の状況 ホームページ「国際連携の状況」

URL：https://www.bunka-fc.ac.jp/about/outline/

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））

（５）様々な教育活動・教育環境 ホームページ「学校行事・課外活動」

（６）学生の生活支援 ホームページ「学生支援」

（７）学生納付金・修学支援 ホームページ「学生納付金・修学支援」

（２）各学科等の教育 ホームページ「各学科の教育」



【職業実践専門課程認定後の公表様式】

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

年

有

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾊﾟﾀｰﾝﾒｰｷﾝｸﾞ技術検定2級 ③ 0人 0人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾊﾟﾀｰﾝﾒｰｷﾝｸﾞ技術検定3級 ③ 0人 0人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ能力検定2級 ③ 3人 2人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ能力検定3級 ③ 3人 3人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝ色彩能力検定2級 ③ 436人 311人

人 日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催
ﾌｧｯｼｮﾝ色彩能力検定3級 ③ 420人 326人

人 日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催
ﾌｧｯｼｮﾝ販売能力検定2級 ③ 0人 0人

人 日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催
ﾌｧｯｼｮﾝ販売能力検定3級 ③ 4人 4人

％
日本フォーマル協会主催

ﾌｫｰﾏﾙｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ検定準2級 ③ 0人 0人

％

（令和 3

1 名 3 ％

3人1人2人1人37人100人

（例）学生自治組織・ボランティア・学園祭等の実行委員会等

・学友会専門委員会（学生自治組織）
・文化祭祭実行委員会
・国内外のコンテスト　等

学期制度
■前期：4月1日～9月20日
■後期：9月21日～3月31日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
試験・平常成績・課題評価・授業姿勢などを基に総合評価
する。S・A・B・C・Fで評価する。

長期休み
■夏　季：7月16日～9月5日
■冬　季：12月16日～1月9日
■春　季：3月15日～4月5日

卒業・進級
条件

卒業要件：最終学年の修了。卒業必須単位数の取得。
進級要件：学年修了。履修規定単位数の取得。学年カリ
キュラムにおける必須科目の履修認定。学費の完納。

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

（別紙様式４）

令和5年2月1日※１
（前回公表年月日：令和4年2月1日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

文化服装学院 昭和51年6月1日 学院長　相原幸子
１５１-８５２２
東京都渋谷区代々木　３-２２-１
０３-３２９９-２２１１

学校法人文化学園

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

昭和26年3月5日 理事長　清木孝悦
１５１-８５２２
東京都渋谷区代々木　３-２２-１
０３-３２９９-２２１１

服飾・家政
平成26年文部科学省

認定
━

学科の目的
ファッション産業における雑誌、テレビ、CM等のクロスメディアに幅広く活躍できるファッションモデルとしてファッションを理解し、スタイリング
力と表現力を学び、外見のみならず内面からも表現できるための一般教養や国際マナー等を取り入れ、人間性豊かな人材の育成を目的と
する。

分野 専門士 高度専門士認定学科名認定課程名

ファッション流通科（ファッションモデルコース）ファッション流通専門課程

認定年月日 平成27年2月17日

修業年限 演習 実習 実験 実技講義
全課程の修了に必要な総授業

時数又は総単位数

0 0

時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数(生徒実員の内数) 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
690 5408402070

民間検定（フォーマルスペシャリスト検定準2級）他
産学コラボレーション企画（HOTSOXスタイリングコンペ、楽天特別授業）
他

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応
学生の課題制作状況を一人ひとり点検し、習得状況等の確認指導
を行い、放課後の教室開放を行い、各自のペースに合わせて実習
作業ができるように対応している。随時、担任教員による相談受付
や面談、進路指導、コンテスト等の指導、学外教育活動の紹介な
ど、意欲ある学生の積極的な学修を支援している。

■サークル活動： 有

■その他

・進学者数：　　　　　　　　　　　　6人
・その他：　　　　　　　　　　　　　1人

キャリア開発授業、就職特別講義
就労体験型インターンシップ
全体就職ガイダンス、個別指導（就職相談・書類添削・面接
練習）

ACTIVA MODEL AGENCY、㈱ギャラリーレア、スタンフォード
㈱、㈲フライディ、㈱プレステージ、㈱ボンイマージュ、㈱ミ
シェルエンターテイメント、㈲Reputeなど

（令和3年度卒業者に関する令和4年5月1日時点の情報）

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当するか
記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの
③その他（民間検定等）

■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等

就職等の
状況※２

当該学科の
ホームページＵＲＬ https://www.bunka-fc.ac.jp/course/fashionryuutsuusenmon-katei/fashionryuutsuu-ka/fashionmodel-course/

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容

■卒業者数 29

■就職希望者数 18

■主な就職先、業界等（令和3年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等

年度卒業者に関する令和4年5月1日時点の情報）

■就職者数 15

83■就職率　　  　　　 　　　

■卒業者に占める就職者の割合

52

令和3年4月1日時点において、在学者30名（令和3年4月1日入学者を含む）
令和4年3月31日時点において、在学者29名（令和4年3月31日卒業者を含む）

■中途退学の主な理由

家庭の事情

■中退防止・中退者支援のための取組

専任の指導員が対応するカウンセリング室を常設、再入学・転科の実施

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度： 有
※有の場合、制度内容を記入

①新入生のための奨学金（給付）、②文化服装学院奨学金（給付）、③文化服装学院すみれ会（給付）
■専門実践教育訓練給付： 非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載



種別

①

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

令和4年4月1日～令和5年3月31日

筒井　泰輔 株式会社ベルモード　代表取締役 令和4年4月1日～令和5年3月31日

井畑　博康 株式会社AOSTA　代表取締役社長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

清水　由紀
株式会社三越伊勢丹ヒューマンソリューションズ　人財ソリュー
ション事業部コスメグループ　採用担当　担当リーダー

令和4年4月1日～令和5年3月31日

佐谷　眞樹 サタニデザインコンポジット　代表 令和4年4月1日～令和5年3月31日

青砥　厚二 株式会社ユーストン　代表取締役 令和4年4月1日～令和5年3月31日

田中　和安
株式会社ユナイテッドアローズ　上席執行役員
第一事業本部　副本部長

令和4年4月1日～令和5年3月31日

高井　健悟 GROGLO　CO.,LTD　代表取締役 令和4年4月1日～令和5年3月31日

黒川　智生 VMIパートナーズ合同会社 令和4年4月1日～令和5年3月31日

工藤　尚一 株式会社三越伊勢丹　店舗戦略部　営業コンプライアンス部

大原　麻美 株式会社X　アシスタントデザイナー・ファブリックコーディネーター 令和4年4月1日～令和5年3月31日

名　前 所　　　属 任期

安武　俊宏 株式会社ビームスクリエイティブ 令和4年4月1日～令和5年3月31日

高津　勝仁 松竹衣裳株式会社 令和4年4月1日～令和5年3月31日

田中　明美
田中 明美	株式会社ワールドストアパートナーズ
リテール・パートナーシップ推進部

令和4年4月1日～令和5年3月31日

宮本　順一 宮本企画室合同会社　代表 令和4年4月1日～令和5年3月31日

髙瀬　弘将 株式会社ビームスクリエイティブ 令和4年4月1日～令和5年3月31日

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程の編
成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方針

　文化服装学院の教育理念に基づき、各科の目的に合わせてカリキュラム編成を実施し、企業との連携科目による職業教育を
行っている。
連携科目については、アパレル産業界の状況や教育課程編成委員会での企業委員からの提言をふまえ設置している。
連携授業では、アパレル産業界の現場で行われている実際の仕事を反映した実習・演習を実施し、実践的な技術習得をさせて成
績評価を行っている。
連携企業の選定については、当学院の教育理念をご理解いただき、積極的に実践教育を行っていただける企業と連携することを
基本方針としている。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

 文化服装学院は、学校運営に関する事項の最終議決機関であるグループ長会議の下部機関として委員会を設置している。その
委員会のひとつとして、教育課程編成委員会規程を平成25年4月1日より施行し、委員会を組織した。教育課程のカリキュラムの
編成、実施及び改善に関する事項について、関連分野の企業・団体等との連携・協働を高め、助言を得るための機関として教育
課程編成委員会を置いている。委員会は、教務委員会の策定したカリキュラムの編成、実施及び改善について検証、助言を行う
ことになっている。
企業等の外部委員による意見を有効に活用するため、教職員委員は、学院長、グループ長、事務局長など幹部教職員と、各課
程から選出されている教務委員会委員が兼務し委員会を構成している。
教育課程編成委員会での意見、提言は教務委員会において検討され、各科課程・科によるカリキュラム策定に反映していくこと
になっている。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

佐古　かがり エムシーアパレル株式会社　デザイン企画部　取締役部長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

令和4年4月1日現在

横山　裕 株式会社桑山　商品企画部　デザイン開発課 令和4年4月1日～令和5年3月31日

児玉　龍之介 株式会社リングッド　工房　係長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

須賀　俊行
一般社団法人 日本アパレル・ファッション産業協会
人財育成委員会 人事小委員会委員
株式会社ルックホールディングス　人事総務部 人事課 課長

令和4年4月1日～令和5年3月31日

田島　智司
株式会社リーガルコーポレーション
技術開発部　開発課　課長代理

令和4年4月1日～令和5年3月31日



（年間の開催数及び開催時期）

浜田　法子 教育課程編成委員会委員（学生課長） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

吉田　和代 学園就職支援室長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

間島　美央子 教育課程編成委員会委員（教務二課） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

渡井　邦重 教務部長・生涯学習部部長・教務二課長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

小林　克也 学務部長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

大工原　睦 教育課程編成委員会委員（第4グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

杉山　美和 教育課程編成委員会委員（第4グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

三枝　みさお 教育課程編成委員会委員（第5グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

徳滿　真紀 教育課程編成委員会委員（第3グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

佐藤　雄太郎 教育課程編成委員会委員（第3グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

勝又　淳司 教育課程編成委員会委員（第3グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

御田　昭子 教育課程編成委員会委員（第2グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

中澤　咲恵 教育課程編成委員会委員（第2グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

塚﨑　真由 教育課程編成委員会委員（第2グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

三村　典召 教育課程編成委員会委員（第5グループ）　書記 令和4年4月1日～令和5年3月31日

大津　公幸 教育課程編成委員会委員（第1グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

鞠子　有沙 教育課程編成委員会委員（第1グループ） 令和4年4月1日～令和5年3月31日

令和4年4月1日～令和5年3月31日

朝日　真 第５グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

宮原　祐紀子 教育課程編成委員会（第2グループ）　委員長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

此村　公子 教育課程編成委員会（第2グループ）　副委員長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

◆教職員委員

相原　幸子 学院長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

野中　慶子 副学院長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

門井　緑 第１グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

教育課程編成委員会は、原則として企業等委員を含めた委員会を年2回以上開催することとし、令和3年度の開催日時は下記の
とおりである。委員会は各科ごとの分科会形式で実施しており、より綿密な意見交換を行い、各科の特長を活かしたカリキュラム
の設定および新規科目の開設や授業方法の改善、工夫を目指している。

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（6月、11月）

（開催日時（実績））

第１回　令和　4年　6月　24日　15：30～17：45

第２回　令和　4年　12月　14日　15：00～16：30

早渕　千加子 第２グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

野原　美香 第３グループ長 令和4年4月1日～令和5年3月31日

宮原　勝一 第４グループ長

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況
※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

・コンポジット制作について、受け手側が見たい内容にする工夫が必要。



サーキットトレーニング

ストレッチや自重トレーニングを活用し、モデルらしい体系づくり
の知識を身につける。到達目標としては美しい姿勢。また、正し
い動作とその目的を理解し、指示がなくとも自ら実践できるよう
になる。

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

ファッション流通科ファッションモデルコースにおいては、モデルとしての表現力と内面から出る魅力を培うという観点から、プロ
ポーション美学において、モデルマネジメントから講師を招き、基本的な姿勢や歩き方など、モデルに必要なスキルを身に着ける
実習を行っている。またダンス・演技を取り入れることにより、現代求められるモデルのタレント力に必要なスキルを身につけるこ
とを目指している。デザイン文化史では、芸術作品を考察することでモデルに重要なセルフプロデュースの方法を身につける。

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

株式会社スタジオスターズ

ダンス・演技

現代はモデルのタレント化・タレントのモデル化が進んでおり、モ
デルに必要なスキルは多岐に渡る。様々なオーディションでは
ナレーション・演技・歌唱・ダンスが求められることもある。また
SNSでの発信などセルフプロデュースも重要である。本授業では
モデルが求められる多様なスキルに対応すべく、また学生が自
分の得意分野を見つけるきっかけとなるよう様々なアプローチを
していく。

株式会社スタジオスターズ

デザイン文化史

複雑な成立過程を孕むようになった近代の西洋美術から現代の
アート動向までを解説。単純に美術作品を紹介するのではなく、
なぜそれらの傑作が生まれたのか、芸術家がどういう意図で作
品制作を行い成功したのかを考察することで、ヘアメイクやモデ
ルに必要なセルフプロデュースの方法論を探ることにつなげる。

ポリバレント株式会社

自分の体形や第一印象を知ることから入り、自己分析を行う。表
現力を身に付けながら基本的なモデルウォーキングの動きを習
得する。基本を踏まえ、ショーや雑誌でのポーズ、また舞台での
ウォーキング表現を実習し習得する。

株式会社アイスモデルマネジメント

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

　企業等との連携による実習・演習は、基礎的なカリキュラムを修学した後が有効であるとの考えから、実施時期は2年次以降と
することを基本としている。企業等の現場で実際に働いている方々より直接指導を受け、実習、演習を行う事により、実践的な知
識・技術の習得を行う。同時に企業の現場でなければ得られない緊張感等から、実習内容以外の成果を挙げることも期待してい
る。
以上を前提として、実習には担任または担当教員が同行し、単なる授業の委託とならないよう配慮をしている。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

プロポーション美学Ａ・
Ｂ

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

「ファッション流通科ファッションモデルコース」は幅広くファッションを理解し、スタイリング力と表現力を身に付けた幅広い分野で活躍できる
ファッションモデルの育成に取り組んでいる。
基本となるウォーキングや表現力の指導は外部講師が担っているが、ファッション全般の知識、スタイリング指導は本課程の専任教員が担
当している。
自己表現ともなるファッションコーディネートの一部では、ヘアメイクも重要な要素となってくる。その基本的な技法を丁寧に指導していくこと
が必要となり、担当教員は学生の習熟度に対応した技術と専門知識が求められる。そのため、「専門力」、「人間力」、「指導力」の向上を目
的とした研修を継続的に行う。
専門技術修得のための研修は、研究企画委員会が「研究企画委員会規程」に基づき、教員の知識や技術の向上と実務能力の向上を目指
して毎年度研修を企画し、企業等から講師を招いて実施している。この研修については学校が研修費用を助成し実施するものと、個々のス
キルに合わせ研修内容を教員個人が選定し実施するものがある。
指導力向上を目的とした研修は、一定の就業年数に達した教員に向け、学院事務局教務部が主催し、「教員研修規程」及び「教員の海外
研修及び国内研修に関する規程」に基づき、指導力の向上・役割認識・資質の向上を目的として実施している。
また「文化学園職員研修規程」に基づき文化学園総務本部が研修を主催している。新入職員研修会では学園職員としての基本的知識や学
園の歴史と現状、就業規則及び諸規則の理解、社会人としてのマナー等の内容の研修を実施している。



（２）研修等の実績

①専攻分野における実務に関する研修等

研修名：「文化服装学院主催　CLO研修」
（連携企業等：株式会社ユカアンドアルファ　インストラクター）
期間：令和3年9月1日（水）、2日（木）
対象：Fモデルコース専任教員1名
内容： アパレル3D CAD着装シミュレーションシステム　操作方法・活用について

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名：「就職特別講座」
（連携企業等：株式会社ＭＯＲＩパーソネルクリエイツ　代表取締役社長　澤田 勘志　氏　）
期間：令和3年12月23日（木）
対象：本学全教職員
内容：就職環境の現状と就職支援のすすめ方　コロナ禍の変化と対応　教員の立場から取り組む学生支援

研修名：「チームビルディング」
（連携企業等：株式会社 しごと総合研究所　代表取締役 山田 夏子氏　）
期間：令和3年12月20日（月）
対象：本学全教職員
内容：「ワクワクする授業」「ワクワクする学校づくり」、そして「自分自身がより良くはたらく」ことを目指し、みんながこの学校で働い
ていて良かったと誇りに思える組織づくりのヒントを得る体験型の研修

＊　研修等の計画（推薦年度における計画）

（３）研修等の計画

①専攻分野における実務に関する研修等

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名：「ファッション教育と知的財産」
（連携企業等：国立大学法人 山口大学 知的財産センター センター長 小川明子　氏　）
期間：令和4年9月1日（水）
対象：本学全教職員
内容：著作権について

（別途、以下の資料を提出）

＊　研修等に係る諸規程

＊　研修等の実績（推薦年度の前年度における実績）



1.

2.

3.

4.

5.

種別

企業等委員

企業等委員

企業等委員
兼卒業生

卒業生

2022年度は、2021年度の自己点検・評価報告書を資料として関係教職員との意見交換も含め、学校関係者評価委員会において外部評価
を実施した。
学校関係者評価委員会は、本学院の教育活動の課題等の明確化に努めることを目的とし、本学院では指摘事項、提言を、同年及び次年
度以降の教育活動その他の学校運営の改善に活用するために方策を検討し、実施に努めている。
2022年度の第１回学校関係者評価委員会は2022年7月13日（水）に開催し、委員会の活動方針、自己点検・評価の取り組み・評価項目・重
点目標の説明、委員と関係教職員における質疑応答を行った。
第２回の委員会は、2022年9月21日（水）に開催し、評価を終えた委員からの総評、意見、提言を聴取するとともに、委員と関係教職員にお
ける質疑応答、意見交換を行い、それらをもとに外部評価及び提言を取りまとめ、報告書を作成した。

【本学院並びに本学科に対する評価および提言は以下の通りである】

「Withコロナ」のフェーズを迎え、リアルな体験やコミュニケーションへと揺り戻しが起こっている一方で、“オンライン”“デジタル”は、サス
ティナブ　ル、SDGs等の文脈からも必要不可欠なものとなっている。「DX（デジタルトランスフォーメーション）」による問題解決、新たな価
値創造の取り組みが期待されるなか、リアルとデジタルの垣根を超す変革に同時並行的に取り組んでいることを評価する。新たなチャレ
ンジに対し、良くなったという実感を伴う成果に期待している。

変化の時代にあっては、問題意識や課題認識の収集や本学院、本学科に対する期待をリサーチし、世界基準での強みを創ることが必
要である。

組織としてハラスメントの問題、法令遵守の意識づけに取り組むことは、引き続き重要である。

学生のキャリア形成のための支援は、情報収集の強化と、学生へのきめ細やかな対応により、成果を上げていることを評価する。さらに
視野を広げ、どのようなキャリア教育が必要なのかの議論を行っていくことが、教育機関の責務として肝要である。

社会との共生や、ファッションを通じた社会貢献の視点を持った実働を今後も継続的・持続的に行い、共に考え抜ける感性・力を養うべ
く、「共創教育」という高い視座による取り組みに向けた仕組みづくりを強く期待する。

中本　文太

委嘱の日～令和6年3月31日

株式会社TSIホールディングス　管理本部　人事部長 委嘱の日～令和6年3月31日

松本　ルキ 株式会社オールファッションアート研究所　代表取締役

（３）教育活動
学校のカリキュラム編成、課程・教科のカリキュラム編成状況、授業研究、学外授
業、学校行事、課外活動、退学者への対策

（４）学修成果 教育・成績評価

（５）学生支援 キャリア支援、資格取得支援、学生相談体制、経済支援・健康管理

※（１０）及び（１１）については任意記載。

活動への支援状況、公開講座・教育訓練等

（１１）国際交流 留学生の受け入れ状況、合作校・提携校の状況、外部団体・機関との連携

澤田　勘志 株式会社MORIパーソネル・クリエイツ 　代表取締役社長 委嘱の日～令和6年3月31日

芦川　照和 株式会社SUNデザイン研究所　プロデューサー 委嘱の日～令和6年3月31日

（６）教育環境
教室・講義室・実習室・研究室・事務室の整備・使用状況、機材・備品の管理状
況、付属機関・施設

（７）学生の受入れ募集 学生募集の状況、広報活動

（８）財務 財務状況

（３）学校関係者評価結果の活用状況

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期

（９）法令等の遵守
法令遵守の状況・ハラスメント対策、諸規程の制定、学則、細則、内規等の整備、
個人情報の保護

（１０）社会貢献・地域貢献

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（１）教育理念・目標 文化服装学院の教育理念、人材育成像

（２）学校運営 法人組織、事務職員の組織、教員の組織、意思決定機関、委員会組織

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。また、
評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

文化服装学院は、グループ長会議の下部機関として委員会を設置している。その委員会のひとつとして、学校関係者評価委員会
規程を平成25年4月1日より施行し、委員会を組織した。自己点検・評価の結果について客観性と透明性を高めるとともに、学外
の関係者から専門的な助言を得るため、外部評価を実施する機関と位置付けている。委員会は、本学院が実施した自己点検・評
価の結果について、検証・評価及び助言を行い、その結果を自己点検・評価規程に基づき、公表するものとしている。委員は、外
部委員のみで構成され、本学院の教育理念・目標について理解し、人材育成等に有識のある学外の関係者の中から学院長が選
考し、委嘱している。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応



企業等委員
兼卒業生

企業等委員
兼卒業生

矢野　剛 株式会社繊研新聞社 取締役 編集局長 委嘱の日～令和6年3月31日

木島　広 株式会社フクル　代表取締役 委嘱の日～令和5年3月31日

URL：https://www.bunka-fc.ac.jp/about/outline/

公表時期：     令和　4年　8月　1日

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期



（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

ホームページによる情報提供を基本としている。ホームページは企業等をのみを対象とせず、視覚的効果を意識した構成となっているが、
ガイドラインに沿った項目を列記したページ（下記URL)を設け、当該項目の情報に遷移する仕組みとなっている。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの項目

ホームページ「学生納付金・修学支援」

（２）各学科等の教育 ホームページ「各学科の教育」

（１）学校の概要、目標及び計画 ホームページ「学校の概要」

（５）様々な教育活動・教育環境 ホームページ「学校行事・課外活動」

（６）学生の生活支援 ホームページ「学生支援」

（７）学生納付金・修学支援

（３）教職員 ホームページ「教職員」

（４）キャリア教育・実践的職業教育 ホームページ「キャリア教育・実践的職業教育」

学校が設定する項目

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に関す
る情報を提供していること。」関係

公表時期： 令和　4年　9月　1日

（１１）その他

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（３）情報提供方法

（８）学校の財務 ホームページ「財務」

（９）学校評価 ホームページ「学校評価」

（１０）国際連携の状況 ホームページ「国際連携の状況」

URL：https://www.bunka-fc.ac.jp/about/outline/

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））



【職業実践専門課程認定後の公表様式】

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

年

有

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾊﾟﾀｰﾝﾒｰｷﾝｸﾞ技術検定2級 ③ 0人 0人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾊﾟﾀｰﾝﾒｰｷﾝｸﾞ技術検定3級 ③ 0人 0人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ能力検定2級 ③ 3人 2人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ能力検定3級 ③ 3人 3人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝ色彩能力検定2級 ③ 434人 307人

人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝ色彩能力検定3級 ③ 420人 326人

人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝ販売能力検定2級 ③ 0人 0人

人
日本ﾌｧｯｼｮﾝ教育振興協会主催

ﾌｧｯｼｮﾝ販売能力検定3級 ③ 2人 2人

％
日本フォーマル協会主催

ﾌｫｰﾏﾙｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ検定準2級 ③ 0人 0人

％

（令和 3

1 名 6 ％

2人1人1人1人13人100人

（例）学生自治組織・ボランティア・学園祭等の実行委員会等

・学友会専門委員会（学生自治組織）
・文化祭祭実行委員会
・国内外のコンテスト　等

学期制度
■前期：4月1日～9月20日
■後期：9月21日～3月31日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
試験・平常成績・課題評価・授業姿勢などを基に総合評価す
る。S・A・B・C・Fで評価する。

長期休み
■夏　季：7月16日～9月5日
■冬　季：12月16日～1月9日
■春　季：3月15日～4月5日

卒業・進級
条件

卒業要件：最終学年の修了。卒業必須単位数の取得。
進級要件：学年修了。履修規定単位数の取得。学年カリキュ
ラムにおける必須科目の履修認定。学費の完納。

学修支援等

■クラス担任制： 有

文化服装学院 昭和51年6月1日 学院長　相原幸子
１５１-８５２２
東京都渋谷区代々木　３-２２-１
０３-３２９９-２２１１

学校法人文化学園

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

昭和26年3月5日 理事長　清木孝悦
１５１-８５２２
東京都渋谷区代々木　３-２２-１
０３-３２９９-２２１１

（別紙様式４）

令和5年2月1日※１
（前回公表年月日：令和4年2月1日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

服飾・家政
平成26年文部科学省

認定
━

学科の目的
舞台、映画、テレビ、ファッション雑誌等多くのメディアに欠かせないメイキャップアーティスト。その中でヘアメイクに関する知識やテクニックの習得は重要とな
り、服飾、アクセサリーとのトータルコーディネートと連動した発想と提案、また国際的にも運用するビジネスコミュニケーション能力を身に付け広く活躍できる
人材育成を目的とする。

分野 専門士 高度専門士認定学科名認定課程名

ファッション流通科（メイクアップコース）ファッション流通専門課程

認定年月日 平成27年2月17日

修業年限 演習 実習 実験 実技講義
全課程の修了に必要な総授業時

数又は総単位数

0 0

時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数(生徒実員の内
数)

専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
630 5409002070

91■就職率　　  　　　 　　　

■卒業者に占める就職者の割合

67

産学コラボレーション企画（HOTSOXスタイリングコンペ、楽天特別
授業）他

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応
学生の課題制作状況を一人ひとり点検し、習得状況等の確認指導
を行い、放課後の教室開放を行い、各自のペースに合わせて実習
作業ができるように対応している。随時、担任教員による相談受付
や面談、進路指導、コンテスト等の指導、学外教育活動の紹介な
ど、意欲ある学生の積極的な学修を支援している。 ■サークル活動： 有

■その他

・進学者数：　　　　　　　　　　　　3人
・その他：　　　　　　　　　　　　　1人

キャリア開発授業、就職特別講義
就労体験型インターンシップ
全体就職ガイダンス、個別指導（就職相談・書類添削・面接練
習）

㈱エストロワ、㈱彩さ美、㈱ナイスクラップ、㈱バース、㈱メイ
クマリエ、㈱ライフイノベーション　など

（令和3年度卒業者に関する令和4年5月1日時点の情報）

課外活動

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当する
か記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの
③その他（民間検定等）

■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等

令和3年4月1日時点において、在学者16名（令和3年4月1日入学者を含む）
令和4年3月31日時点において、在学者15名（令和4年3月31日卒業者を含む）

■中途退学の主な理由

学業不振

就職等の
状況※２

当該学科の
ホームページＵＲＬ

https://www.bunka-fc.ac.jp/course/fashionryuutsuusenmon-katei/fashionryuutsuu-ka/fashionmakeup-course/

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容

■卒業者数 15

■就職希望者数 11

■主な就職先、業界等（令和3年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等

年度卒業者に関する令和4年5月1日時点の情報）

■就職者数 10

■中退防止・中退者支援のための取組

専任の指導員が対応するカウンセリング室を常設、再入学・転科の実施

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度： 有

※有の場合、制度内容を記入

①新入生のための奨学金（給付）、②文化服装学院奨学金（給付）、③文化服装学院すみれ会（給付）

■専門実践教育訓練給付： 非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載
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